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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） おはようございま

す。

日本共産党奥本菜保巳でございます。

それでは、基地問題、臨時職員等の処遇、

ふるさと納税、福祉灯油についての４点、質

問をさせていただきます。

まず、第１の質問、基地問題の１点目、無

人偵察機グローバルホークの三沢暫定配備に

ついて伺います。

先般の新聞報道によりますと、米軍がグア

ムに配備している無人偵察機グローバルホー

クについて、日米両政府が２０１４年度以

降、米軍三沢基地に２ないし３機を移し、一

定期間配備する方向で調整している。また、

自衛隊も３から４機の導入を計画している。

三沢基地に配備されるのは、攻撃能力のない

偵察型とのことである。

グローバルホークは、台風でグアムからの

長距離飛行が難しくなる夏場を中心に、年間

数カ月、三沢基地に拠点を置き、北朝鮮のミ

サイルや核開発など、周辺国への監視強化に

当たる。画像情報だけでなく、電波や赤外線

情報も集めて、地上施設で解析することで、

軍事施設で何が行われているかも探る。

このグローバルホークは、事前に飛行ルー

トをプログラムされて飛ぶ。１万８,０００

メートルという高高度を３０時間以上飛行す

ることが可能で、相手国の領空付近まで近づ

き、高性能カメラで飛行場や港湾などを斜め

から撮影できる。

これまで米軍は、グアムのアンダーセン空

軍基地にグローバルホーク３機を配備し、日

本周辺を含むアジア太平洋地域の警戒監視活

動を行ってきた。

日米両政府は、１０月初旬の外務防衛担当

閣僚会合で、新たに在日米軍基地にもグアム

の機体を置くことで合意した。

日米安全保障協議委員会、いわゆるツー・

プラス・ツーは、１１月３日に共同発表さ

れ、日米は同盟をより強固に実効的なものと

することを確認しているとあります。

このツー・プラス・ツーの内容が意味する

ことは、日本がこれまでの専守防衛、いわゆ

る他を攻撃することなく、専ら守りによって

自国を防衛するという体制から、これからは

米軍と一緒に海外で戦争できる国にしようと

しているということにほかなりません。大変

危険な、きな臭い感じがしてなりません。

アメリカの諜報機関、ＣＩＡやＮＳＡ・国

家安全保障局がドイツのメヌケル首相の携帯

電話を盗聴していたとして、大きな政治問題

になっています。アメリカは、現在、世界的

に他国の情報を収集する諜報網を広げていま

す。

日本では、三沢基地にある１９個のパラボ

ラアンテナ基地が任務を負っています。日本

の防衛のために必要だと言いますが、こうし

た軍事諜報施設を配備することは、他国も探

知するもので、軍事的緊張を激化する以外の

何物でもありません。

無人偵察機グローバルホークの三沢配備も

北朝鮮や中国を刺激することになり、緊張を

高めてしまいます。偶発的に事故が起こるこ

とは絶対に避けなければなりません。何より

三沢が巻き込まれることも絶対あってはなり

ません。

日本は、北朝鮮や中国の動向、中東のテロ

との戦いなどを理由に、日米同盟強化をうた

い、軍備や訓練、情報収集などの諜報活動の

強化をしようとしています。

しかし、そのような軍備、諜報強化は、根
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本的な解決にはつながらず、かえって軍事的

緊張を激化させ、相手国やテロを刺激するだ

けだと思います。

また、無人機をめぐっては、米軍のイスラ

ム過激派への攻撃で、パキスタンなどで民間

人、何の罪もない子供たちが巻き添えになっ

たことが国際的に問題になっています。ゲー

ム感覚で戦争しているとの指摘もあり、人道

的に非常に問題があるのが無人機です。

よって、攻撃型ではないことを理由に、グ

ローバルホークの三沢暫定配備を容認するこ

とは、司令部機能を持つ地上施設の整備等の

問題からも、基地強化につながる可能性があ

ること。また、三沢が標的になる危険性が高

まることから、避けるべきと思います。当市

の見解を伺います。

次に、基地問題の２点目、三沢市内に居住

する米兵等の迷惑行為への対策について伺い

ます。

三沢市内には、現在、８００戸ほどの入居

実態があると見られる米軍用住宅が点在して

います。その周辺では三沢市民が平穏に暮ら

しておりますが、中には、アメリカとの文化

や生活習慣の違いから、米兵等の行為が時に

迷惑に感じている市民から苦情の声が上がっ

ています。

米兵等の住宅周辺の路上に、その友人たち

の車が駐車され、道路を占領したり、カース

テレオからの騒音や騒ぎなどで大変うるさ

く、迷惑しているとのこと。

また、市街地では、狭い道路に何台も縦列

駐車し、冬場では道路の寄せ雪もあり、車同

士すれ違うことができなくなっている。警察

に連絡しても、一時的には改善されるが、時

間がたてば、また同じように繰り返されると

のことです。

このような米兵等による迷惑行為に対する

苦情は、当市においてどのように把握し、対

応しているのでしょうか。当市における米兵

等の迷惑行為に対する苦情件数と、その根本

的な解決策、対策を伺います。

次に、第２の質問、臨時職員等の処遇につ

いて伺います。

現在、日本では、働く人たちの雇用形態

が、２００４年の労働者派遣法改正をきっか

けに、労働の規制緩和が進められたことに

よって、正社員から非正規雇用へと置きかえ

られてきました。その結果、低賃金の人たち

や派遣などの不安定雇用がふえ、国内の経済

が低迷し、デフレの悪循環に陥りました。

そうした不景気の中、比較的安定している

公務員へのバッシングが激しくなり、地方自

治体も国からの指示により行財政改革が進め

られました。官から民へとのかけ声で、指定

管理制度が導入され、人件費の抑制を余儀な

くされました。新卒の採用人数も削減傾向に

あります。

それとは逆に、パートや臨時職員等は増加

傾向にあります。現在、１８５名も臨時職員

等が働いているということですが、パートや

臨時職員は、１年契約のため、毎年試験が行

われ、合格者は各課に配属され、事務補助な

どの仕事に携わっているということです。

時給６８０円などの低賃金や１年ごとの契

約になっているため、現在、多くは、御主人

の扶養内でおさまる主婦の方々への充て職に

なっているようにも見受けられます。

主婦のパートが悪いと言っているのではあ

りませんが、若い人の雇用をつくることも大

切なことではないでしょうか。そして、雇用

のバランスを考える必要があるのではないで

しょうか。

また、市民サービスの向上、市民ニーズへ

の対応という点からも気になります。

まず、一般市民から見ると、誰がパート

で、誰が正職員なのかの区別がつきにくく

なっています。よって、市民からは、新人の

パートさんに対しても、一様に質の高い市民

サービスを求めることになります。

行政へのさまざまな手続などの相談も多種

多様なケースが多く、きめ細かな市民サービ

スを提供するためには、専門的な知識や経験

が必要になってきますし、心あるおもてなし

を市民は望んでいます。
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そこで、伺います。臨時職員等の職務内容

や待遇はどのようになっているのか、臨時職

員等への教育や配置、人事評価はどのように

されているのか、その処遇について伺いたい

と思います。

次に、障害者相談員や生活保護の就労支援

員の処遇について伺います。

現在、障害者相談員、生活保護の就労支援

員の雇用形態は、１年契約の非常勤職員と

なっています。

しかし、このような専門的な経験の積み重

ねが必要不可欠である職種にあっては、１年

契約の不安定な雇用形態ではデリケートな相

談者との信頼関係を築くことができず、よっ

て、相談者が望むような問題解決につなげる

ことができないのではないでしょうか。

やはり障害者相談員や生活保護の就労支援

員などのような職種にあっては、国家資格

云々にかかわらず、嘱託職員として、本腰を

入れて相談業務に取り組んでいただくよう処

遇改善が必要だと考えますが、当局の見解を

伺います。

次に、第３の質問、ふるさと納税について

伺います。

皆さん既に御存じのふるさと納税ですが、

三沢市が案内しているパンフレットには、次

のように書かれています。

ふるさと納税とは、自分が生まれ育った地

域や、ゆかりのある地域など、皆様が応援し

たい県や市町村に寄附をした場合に、寄附金

額に応じて、一定額が個人住民税と所得税か

ら控除される仕組みとなっている制度です。

三沢市では、皆様から寄せられた寄附金、

ふるさと納税を三沢市ふるさとまちづくり寄

附金としていただき、三沢市のさまざまなま

ちづくり事業の財源として活用することによ

り、寄附を通じた市民参加型の地方自治、心

豊かで活力に満ちたまちづくりを進めまいり

ます。皆様からの温かい応援をお待ちしてい

ます。このようにあるわけです。

最近、にわかに、全国的にふるさと納税の

争奪戦が活発化していると話題になっていま

す。ただ待っているだけでは、なかなか寄附

は寄せられません。

残念ながら日本には、欧米のようなチップ

や寄附文化が根づいていないように思いま

す。

災害などにより被災された方々に対して

は、一時的に多くの寄附は集まります。ま

た、さまざまな団体などが行う寄附行為はあ

りますが、積極的に一人一人が寄附をすると

いう習慣は旺盛ではないように思います。

それでは、今なぜふるさと納税の人気が高

まっているのでしょうか。やはりふるさと納

税の人気の鍵は、寄附についてくる、その地

元の特産品や応援したいと思わせる企画にあ

ります。行政側の熱意、必死に取り組んでい

る、その姿勢にもあります。

その一方で、寄附を物でつるようなこと

は、ふるさと納税の本来の意義やあり方とは

乖離するとの御批判もあります。

しかし、不正をするわけでもありません

し、見方を変えると寄附をする方にも喜ば

れ、自治体にとっても、地元の産業活性化、

観光などにもつながることになり、プラス要

因満載です。

長野県の阿南町では、ふるさと納税で特産

品の米を寄附のお礼につけて、多くの寄附を

集めているそうです。１億円もの寄附を集め

ている自治体もあるそうです。大阪府の泉佐

野市では３０種類ものメニューをつくり、寄

附者が選ばれるようになっていたり、クレ

ジットで決済できるようにしたりと工夫を凝

らしています。

三沢市でもさまざまな特産品やおもしろい

企画で、魅力ある品ぞろえを考えてはどうで

しょうか。

そこで、伺います。当市でのふるさと納税

の寄付額の推移はどのようになっているので

しょうか。

また、今後、まちづくりなどの財源確保に

つなげるため、寄附を寄せていただいた方に

お礼としてつける粗品のメニューの品ぞろえ

や、おもしろい事業提案などを手がけるプロ
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ジェクトチームを立ち上げて取り組んではい

かがでしょうか、当市の見解を伺います。

次に、第４、最後の質問ですが、灯油助成

制度について伺います。

現在、地方で暮らす住民の生活実態を見ま

すと、株高の恩恵や大企業の収益の黒字化に

見えるような、景気拡幅や賃金上昇は見られ

ず、世論調査でも、景気回復の実感がないと

いう方々が８割にも及んでいます。

それどころか、円安によりさまざま食品の

値上げ、ガス、電気、灯油代の値上がりが家

計を直撃しております。

新聞にも、灯油、ことしの最高値更新とい

う記事が載っておりました。経済産業省資源

エネルギー庁が発表した、２日時点の灯油の

１８リットル当たりの全国平均店頭価格は、

前週比７円高の１,８３６円となり、ことし

の最高値を更新したとありました。

調査した石油情報センターは、先行きにつ

いて、原油高、円安の傾向は続いている。灯

油はさらに高くなる可能性があるとありまし

た。

そこで、このような事態に対応し、主に寒

さが厳しい北海道や東北地方、長野県など

で、灯油代の助成を行おうとしている自治体

があります。

福祉灯油とは、灯油価格の高騰で冬期間の

生活に影響を及ぼす低所得世帯に対し、経済

的負担を軽減するため、灯油購入にかかわる

費用の一部を助成する制度のことです。

三沢市においても、平成１９年度に国、県

の補助を受け、灯油代の助成を行いました。

その際、他の市町村では、高齢者、障害者世

帯も対象となりましたが、三沢市の対象世帯

は、ひとり親世帯、３歳児未満の乳幼児を養

育している非課税世帯のみでした。

他市では、黒石市の１,５００世帯、十和

田市の４,３００世帯、五所川原市の５,４０

０世帯が対象とされましたが、三沢市は、

たったの６００世帯を対象とし、実際に支給

されたのは、その５４.５％、３２７世帯の

みでした。

三沢市は、これまで生活支援向けの事業に

は本当に消極的でした。しかし、この厳しい

実情にしっかりと目を向け、住民の生活を守

る温かい市政に転換すべきと思います。

これから寒さ厳しい冬の季節が始まりま

す。福祉灯油に取り組む自治体もふえていく

ことが予想されます。三沢市としても、高齢

者、障害者、ひとり親世帯の低所得者に対

し、灯油チケットを灯油代の助成として配付

されてはいかがでしょうか、当市の見解を伺

います。

以上をもちまして、檀上からの一般質問を

終わります。御答弁よろしくお願いいたしま

す。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの４番奥本

菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの奥本議員御質問の基地問題の第

１点目、無人偵察機に関する御質問について

は私から、その他につきましては副市長及び

担当部長からお答えをさせますので、御了承

願いたいと思います。

無人偵察機の三沢基地配備に関しては、今

年第２回定例会一般質問におきまして、現時

点で、三沢基地の使用や一時派遣に関する詳

しい情報はないとの御答弁を申し上げている

ところであります。

その後、改めて無人偵察機に関する報道内

容について三沢防衛事務所に確認をしたとこ

ろ、本年１０月のツー・プラス・ツー共同発

表において、２０１４年春からグローバル

ホークの無人機のローテーションによる展開

を開始すると述べられておりますが、配備先

を含め、その詳細については、日米間でさら

なる調整を行っているとのことであるとのこ

とでありました。

このようなことから、現在のところ国から

の説明はなく、運用面や施設の整備について

も情報を入手していない状況にあります。
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いずれにいたしましても、市といたしまし

ては、今後の状況を注視し、適時適切に対処

してまいりたい、このように考えております

ので、よろしくお願い申し上げます。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 基地問題の

第２点目、米兵等の市内における路上駐車や

カーステレオからの騒音等の苦情対策に関す

る御質問にお答えいたします。

御質問の米兵等による、いわゆる迷惑行為

に関する相談件数でございますが、平成２３

年度が３件、２４年度が５件、２５年度が、

１１月末現在ではございますが、５件寄せら

れており、路上駐車や大音量で音楽を流す行

為、また、近年ではペットに関する相談等も

寄せられております。

市民からの相談に対する市の対処といたし

ましては、まず、基地渉外課職員が現地に赴

き、事実確認を行い、その結果、市単独で解

決できるものについては、すぐさま対策を講

じているところでありますが、事実確認の結

果、市単独では解決しがたい事案につきまし

ては、三沢防衛事務所、米軍報道部、米軍住

宅課、米軍憲兵隊及び三沢警察署等に協力を

要請するなど、関係機関との連携を図りなが

ら問題の早期解決に努めているところであり

ます。

迷惑行為に関しまして、例として挙げさせ

ていただきますと、米軍人等が頻繁に迷惑駐

車を行い、周辺住民が迷惑を受けていると

いったケースがあり、この事案については、

基地渉外課職員が周辺住民から内容を聞き取

りした後、三沢防衛事務所を通じ、米軍報道

部に対して申し入れを行い、米軍報道部から

各部隊に対し、当該箇所への迷惑駐車を慎む

よう注意喚起を促すことによって、問題が解

決したところであります。

また、市内の外人ハウスに居住する米軍人

が深夜に大音量で音楽を流し、周辺住民が迷

惑しているといったケースもありましたが、

この事案につきましては、基地渉外課から米

軍憲兵隊に対し、当該米軍人に強く指導する

よう求めるとともに、三沢警察署とも連携を

図りながら事態の収拾に努めたところであり

ます。

いずれにいたしましても、米兵等による迷

惑行為に関しましては、市民に不安や不満を

与えることのないよう米軍に対し、あらゆる

機会を捉え、意識啓発を促すよう申し入れし

ており、米軍三沢基地においても、基地司令

官みずから、新たに赴任した隊員及びその家

族に対し、服務規律や地域社会との友好関係

の維持、発展について指導を行っておりま

す。

今後におきましても、市民からの苦情、相

談等につきましては、これまでどおり基地渉

外課が窓口となり、迅速に対処するほか、事

案によっては、三沢防衛事務所や米軍等関係

機関との連携を図りながら、問題の早期解決

に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

続きまして、ふるさと納税の件につきまし

て御答弁申し上げます。

御質問のふるさと納税についてでございま

す。

ふるさと納税は、出身地やかかわりの深い

地域などの地方公共団体に寄附することで、

地域を応援する仕組みで、都道府県、市区町

村へ２,０００円を超える金額を寄附した場

合に、寄附金額に応じて、一定額が個人住民

税と所得税から控除されるというものであり

ます。

さらに、特典として、各自治体ではさまざ

まな形で、寄附した方々へ特産品などをお礼

として進呈しているところであります。

当市では、三沢市ふるさとまちづくり寄附

金として、平成２０年度から実施しており、

５,０００円以上の寄附をしていただいた方

には、三沢市観光ガイドと三沢基地カレーま

たは道の駅みさわのお食事券を進呈させてい

ただいているところであり、２万円以上の寄

附金をしていただいている方には、さらに三

沢特産品の詰め合わせセットを進呈させてい
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ただいております。

寄附金の実績につきましては、開始した平

成２０年度は、市内３２件、市外４件で、合

わせて３６件の申請があり、寄附金額は３６

３万円でありました。その後、約１５０万円

から２００万円前後の寄附金額で推移してい

るところであり、平成２４年度は、市内３

件、市外６件で、合わせて９件の申請があ

り、寄附金額は１９３万円となりました。

御質問の魅力ある品ぞろえを考える取り組

みにつきましては、担当課を中心に庁内各課

と連携をとり、アイデアを出しながら各経済

団体の協力を呼びかけ、新たな特産品や提供

可能な企画の実現に向けて調査・研究をして

まいります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 臨時職員等の処

遇についてお答えいたします。

市では、三沢市集中改革プラン及び三沢市

定員管理計画に基づき、職員数の適正化に努

め、消防及び病院を除く職員数は、集中改革

プラン策定前の平成１７年４月１日現在の職

員数４１８人から、平成２５年４月１日現在

の職員数では３５６人となっており、指定管

理者制度導入による２９人を含め、６２人を

削減してきております。

この間、社会経済情勢の変化や多種多様化

する住民ニーズ及び地方分権による業務量の

増加等に伴い、行政サービスの低下を招かな

いように、臨時的任用職員等を任用し対応し

てきたことから、臨時的任用職員等の人数に

ついては増加傾向にございます。

御質問の第１点目、業務に関する教育等に

ついてでございますが、基本的な接遇につき

ましては、毎年４月に臨時的任用職員全員を

対象に研修を実施してきており、今年度につ

きましては、個人情報の保護についても研修

を実施したところであります。

次に、窓口等における市民からの質問に対

する受け答え等については、それぞれの部署

により内容が異なりますので、所属の長をは

じめとする上司等からの指導のもと、それぞ

れの業務に従事していただいているところで

あります。

また、臨時的任用職員等の配置についてで

ありますが、臨時的任用職員は、毎年、公募

により面接試験を実施し、任用しておりま

す。

試験の申し込みをする際には、学歴、職

歴、資格等を記載した受験申込書を提出して

いただいており、合格者決定後に、それらの

職歴及び資格等を参考に、その者の適性等を

考慮して配置しております。

評価につきましては、日ごろの業務の状況

等を総合的に判断しております。

いずれにいたしましても、市民サービスの

低下を招かないよう、接遇や実務の教育・指

導に意を用いたいと考えております。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 臨時職員等の

処遇についての第２点目、障害者相談員等の

経験や信頼関係が必要と思われる職種の嘱託

職員としての任用についてでありますが、現

在、市では、教育相談員、手話通訳及び介護

認定専門員等１９人の嘱託職員がおります。

これらの嘱託職員は、行政運営上必要不可

欠な教員免許、手話通訳者、介護支援専門員

等の専門的な資格を有する方々であります。

御質問の障害者相談員や就労支援員などに

つきましては、これらの資格を必要としない

職種であることから、短期での任用としてい

るところでありますが、今後、国、県等の指

導により、有資格者の配置が必要となった場

合には、嘱託職員として任用してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 御質問の第

４点目、灯油助成制度についてお答えいたし

ます。

福祉灯油につきましては、平成１９年度に

急激な原油価格の高騰による冬期暖房に係る

生活弱者の経済的負担の軽減を図ることを目
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的に、国、県からの補助金を受け、当市にお

いては、子育て支援に特化する形で、非課税

世帯のうち、ひとり親世帯、３歳未満児を養

育している世帯に対し、１世帯当たり１万円

を支給したところであります。

当時と現在の灯油価格の状況を比較いたし

ますと、平成１９年度に見られた急激な価格

の高騰は見られず、国、県におきましても財

政支援等の動きはないことから、自主財源を

投入して福祉灯油を実施することは難しいと

考えているところでございます。

当市といたしましては、今後の社会経済情

勢及び国、県の動向を勘案し、判断してまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、再質問させていただきたいと思

います。

まず、基地問題なのですけれども、今、先

ほども私、質問で言いましたけれども、もう

公表されているわけです。グローバルホーク

が配備されるというふうに、もう公表されて

います。

間違いないということになれば、やはり三

沢市として、国防に口を出せないということ

ではなく、三沢市民にかかわること、三沢に

影響があるということであれば、しっかりと

国から説明を受ける、それを強くただす必要

があるのではないのかなというふうに思いま

す。

今回のＦＡ－１８戦闘機の訓練の移転に関

しても、このグローバルホークの暫定配備に

ついても、本当に地元軽視しているのではな

いのかなというふうに考えられてなりませ

ん。やはりきちんと配備の詳細を確認すると

いうことが、やはり三沢市としてやるべきこ

とではないのかなというふうに思います。

まず、無人偵察機ですから、遠隔操作での

運用、やはり墜落の、そういうこともアメリ

カのほうではあるのです。

ですから、新たな施設の建設があるのか、

どこから操作するのか、米軍独自の偵察の体

制をとるのか、こういったこともしっかりと

ただす必要があると思います。

現在、パキスタンとか国連では、攻撃型の

無人機プレデター、これが大変問題になって

います。将来的に、これと一体となって三沢

に配備されることになるのか。このようなこ

とも、三沢市の安全・安心のために、国にた

だす必要があると思いますが、これに対して

の見解をお聞かせいただきたいと思います。

次に、臨時職員等では、まず、これから改

善されるというふうに、動向を見るというこ

とですので、ぜひ積極的に、障害者の相談

員、生活保護就労支援員というのは、やはり

相談者に寄り添って、親身になって、さまざ

まな悩みの解決に対応しなければならない、

こういう大変重要な仕事ですから、ぜひとも

嘱託職員として、しっかりと対応してもらえ

るような形態をとっていく必要があると思い

ます。前向きにやっていただくということを

期待しております。

次に、ふるさと納税なのですけれども、や

はり今すごく人気があって、争奪戦と言われ

て、１億円も寄附を集めている。三沢市も、

やっぱりまちづくりの財源というのは本当に

必要なのですよね、協働のまちづくりをする

にしても、また、いろいろさまざまお祭りに

しても、財源が足りないです。

そこで、三沢市として、これに力を入れて

やっていく必要があるのかなというふうに

思っています。やはり広報広聴課ではなく

て、経済部と一緒になって、地域の活性化、

観光などにも大変いい効果が出ると思います

ので、この辺は、担当を広報広聴課ではな

く、また新たな経済部のほうに移行する必要

があるのではないかなと思うのですが、その

辺について、ちょっと御答弁をお願いしたい

と思います。

最後に、福祉灯油についての再質問なので

すけれども、福祉灯油、三沢市は、やはり生

活支援というものに対して、どうも一般の



― 17 ―

方々への、一部の人の援助、不公平感がある

というようなことで、これまで積極的になら

れていないような感じが私はしてなりませ

ん。

でも、私たち地方自治体というのは、

ちょっとよく考えてみると、自主財源で賄え

ない、自力ではやっていないのです。国から

税の再分配、国から地方交付税をもらって

賄っているわけです。

このような考え方からいえば、やはり憲法

２５条で保障されている、全ての国民は、健

康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有

する。憲法でしっかりと生活支援をするのだ

ということが、ここで私はうたっていると

思っているので、これは自治体の任務だと、

義務だと思うのです。

この福祉灯油なのですけれども、今、全国

で、寒冷地、１５０程度の市町村が実施して

いるということなのです。灯油のチケットを

つくって、それを配付している。町内のそう

いう業者の人たちに、チケットを使って灯油

を賄ってもらうというふうな形をとっている

という自治体もあります。

先ほども言いましたけれども、本当に厳し

い現状があるのです。ですから、しっかりと

その辺を精査してみるということ、これが一

番大事だと思うのですけれども、それに対し

ての答弁をお願いします。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

グローバルホークの関係でございますが、

報告を受けるのではなくて、こっちから積極

的に聞いたほうがいいのではないかというよ

うなことでありますが、当然ながら我々もそ

ういう要請をしております。がしかし、申し

上げたとおり、まだ具体的なことについて

は、はっきりしないというのが現状であると

思います。

なお、その内容についての云々について

は、そのことがはっきりすれば、そういう調

査もしたいと思います。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） ふるさと納

税の再質問にお答えいたします。

確かに、ふるさと納税で自主財源といいま

すか、使途の特定できない財源をふやすこと

ができるというのは、非常によろしいことか

と、その点は全く同感でございます。

先ほど御答弁申し上げましたように、関係

するいろいろな団体、庁内の担当部課は当然

でございますけれども、そういったところと

協力してやっていきたいというお話をさせて

いただきましたが、プロジェクトチームを一

つつくるということよりも、私ども考えてい

るのは、職員の中にも、みんなの改善とか、

いろいろ職員の提案をするシステムがござい

ます。

それで、その中で、一般の職員もそうです

し、あとは経済部、特産物を担当している課

が結構ございますので、そういったところと

も連絡を密にして、新たな組織をつくるとい

うよりも、今の体制を強化して、なお一層有

効に機能するよう頑張りたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 福祉灯油の

助成事業を実施するかどうかの判断をするた

めに、しっかりと精査する必要があるのでは

ないかという御質問であると思います。

調査することについてですが、調査方法の

問題、調査に費やす経費と時間の問題もござ

いますが、調査結果において、低所得者とい

うことで、非課税の方が対象になると思いま

すが、本当に困っている方、あるいは非課税

ではあるけれども、親族の扶養などになって

いる方、比較的に生活が困らない方もいらっ

しゃると思います。

これらの方も調査することになりますが、

人間の心理上から、助成がないよりはあった
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ほうがよいというお答えが多くなるだろうと

想定されますので、調査は行わないことで考

えております。

それから、憲法で生活支援を行っていると

いうことでございますが、これについては、

本当の生活困窮者については、生活保護法が

ございますので、そちらのほうで御相談を進

めていただきたいと思います。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） それでは、再々質

問させていただきます。

基地問題なのですけれども、はっきりして

から調査するということでは、私は遅いと思

います。やはり三沢市にも基地があるという

ことで、日ごろ基地に対してしっかりといろ

いろな、さまざまなことは、市民生活が安全

に過ごせるように、それに対応できるように

しっかりと基地渉外課で精査、研究していか

なければならないのだと思うのですけれど

も、このことについて、はっきりしてからと

か、内容を聞いてからとかというのではな

く、独自に三沢市が、どういうことが起こる

のかということを調査するというふうな方向

はできないのでしょうか。その辺をお聞きし

たいと思います。

ふるさと納税なのですけれども、先ほど、

今の現時点で頑張ると、今の体制で頑張ると

いうふうにおっしゃっていたのですけれど

も、やはり他の自治体では、広報広聴課では

なく、経済部とか税務課とか、そういうとこ

ろでいろいろ、そしてほかのいろいろな団体

の方たちと精査して、いろいろアイデアをつ

くってやっているわけですけれども、やはり

広報広聴課というところの限界があるのでは

ないのかなというふうに感じていますので、

ぜひとも、ここもしっかりと他の自治体と比

べて考えていただきたいなというふうに思う

のですけれども、それについてお答えをいた

だきたいと思います。

福祉灯油なのですけれども、ちょっと冷た

い、ちょっとどころではないですけれども、

すごい冷たいなというふうに思います。

他の自治体はやっていますよ、ちゃんと。

生活実態云々ではなく、調査云々、手間がか

かる、お金がかかるとかではないのですよ。

先ほども言いましたけれども、やはり憲法

でしっかりと支えていかなければならない、

生活支援していかなければならないという人

たちは救わなければいけないのですよ。救わ

なくてもいい人たちが、その人も一緒になっ

て救ってしまうので、だったらやらないとい

うのでは、私はそれはおかしな話ではないの

かなというふうに思います。

ぜひとも、ほかの自治体だってやっている

のですから、三沢市もしっかり実情を、現状

をしっかり把握するようにしてください。そ

ういうふうな方向で動くということをお考え

になっていただけるように、答弁をお願いし

たいと思います。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 奥本議員の

再々質問、グローバルホークの問題と、それ

から、ふるさと納税の２点についてお答えい

たします。

まず、グローバルホークの件ですが、当

然、これは情報というものは、私どもイン

ターネットもしくは関係機関とかに情報収集

には努めてございます。何もやっていないと

いうわけではございません。

しかしながら、正式な話が国からない段階

で、軽々に根拠のないような話はちょっとで

きないです。

そういったことで、情報としては、収集に

はこれは一生懸命努めてございます。

ただ、こういう議会の場とか、公式な場

で、正式ではないものを責任を持ってお話し

するというのはいかがなものかと考えており

ます。

それと次に、広報広聴課ではなくというこ

とでしたが、三沢市の場合、今、協働のまち

づくりということを一つの大きなテーマとし

て行政を進めてございます。それで、そう

いった立場といいますか、形からいいます
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と、窓口としては広報広聴課が協働のまちづ

くりの担当課でございまして、よろしいかと

思っております。

ただ、実効性を高めるということに関しま

しては、先ほど申し上げましたように、窓口

がどこだとか、担当課がどこだということで

はなくて、市役所全体、もしくは市民の方の

提案も含めまして、総合的に前を向いていい

ものをつくりたいということでございます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 福祉灯油の

実情の調査についてでございますが、特別な

補助があったために１９年度は実施しており

ました。今回、そういった補助がございませ

ん。自主財源の確保が難しいこともございま

すので、実施しないということで考えており

ます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、４番奥本議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１４番小比類巻雅彦議員の登壇を願いま

す。

○１４番（小比類巻雅彦君） おはようござ

います。

１４番、市民クラブ小比類巻雅彦です。通

告に基づきまして質問をします。

まずはじめに、市長の政治姿勢として、協

働のまちづくり、具体的には、昨年度から積

極的に実施している、市長と語ろう住民懇談

会についてお尋ねをいたします。

市長は、「人とまち みんなで創る 国際

文化都市」を標榜し、これを基本理念とし

て、刻々と変化する国際情勢、政治状況、経

済動向、市民ニーズ等を的確に捉えながら市

政のかじ取りを行っていることに対しまし

て、敬意を表する次第であります。

基本理念の「みんなで創る」の部分は、協

働のまちづくり、すなわち、三沢市の未来に

向かって、市民と行政がそれぞれの持ち味を

生かしながら、スクラムを組んで進んでいく

姿を行政の理想型とする意識のあらわれであ

ると感じています。その前提として、住民懇

談会であろうと考えます。

このことから、市長の公約でもあります、

市民とともにつくるまちづくりを理想とし、

市民と同じ目線で、膝を交えながら、行政か

らの押しつけではなく、しっかりと相手の話

に耳を傾け、聞き役に撤しながら、和やかな

雰囲気の中で的確に参加者の心を捉えている

ことと思います。

このようなことから、住民懇談会の参加者

からは、市政が身近に感じられるようになっ

たなど好評であり、マックテレビや広報で見

る限り、活発な議論がなされているようであ

ります。

直接市民の生の声を聞くということは、言

葉の背景に隠れたそれぞれの思いの濃淡や価

値観などを感じることができ、極めて有意義

であります。

しかしながら、市民４万人との直接対話は

物理的に不可能であります。さらには、参加

者の意見を全部取り入れることは限界があ

り、できるもの、できないものを仕分けしな

がら、政策に反映しなければならないと思い

ますが、そこで、質問をいたします。

これまでどのような形式で行ってきたの

か。具体的には、４万市民の中から対象とな

る市民をどのような視点で設定したのか、伺

いたいと思います。

次に、市長は懇談会の成果をどのように感

じているのか、また、市民の身近な声をどの

ように市政に反映していくのか、伺いたいと

思います。

次に質問を移ります。２点目、観光振興に

ついて質問します。

三沢市では、ここ数年間、観光振興におい

て、施設やイベントを中心とした観光振興に

加え、三沢ほっき丼やパイカ料理などをはじ

めとするご当地グルメの推進や、アメリカン

バーを活用した観光振興にも取り組んでいる

と認識しておりますが、広く全国に知られる

ようなヒット商品までに至っていないのも事
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実であります。

さて、隣の十和田市を見ますと、ばら焼き

がことしのＢ－１グランプリ大会、いわゆる

地域活性化を目的とするまちおこしのための

イベントである、Ｂ級グルメなどを活用した

まちおこしを競うイベントにおいて、準優勝

という快挙をなし遂げています。私も大きな

拍手を送りたいと思います。

当初は、三沢が発祥地であるという話もあ

りましたが、みずからの努力において栄誉を

勝ち取り、しっかりと全国に名を広く知られ

るまでになったことに対して、お見事という

気持ちと同時に、先を越されたという気持ち

でもあります。

このように、何がヒット商品につながるの

かわかりませんが、こつこつやるのもいいで

すが、勝負どきには大胆に売り込むこともし

なければならないと考えます。どうか官民一

体となって知恵を出し合い、まちおこしにつ

なげる努力は、これからも絶対必要であると

思うところであります。

さて、当市では、斗南藩記念観光村内にあ

る先人記念館において、ＮＨＫ大河ドラマ

「八重の桜」にちなんだ特別企画展を開催す

るとともに、没後３０年を迎えた寺山修司の

関連事業を進めるなど、タイムリーな話題を

生かした誘客に努めていると認識しておりま

す。

そこで、視点を変え、我がまち三沢にも有

名な人材があることを忘れてはいけないと思

います。と申しますのも、私たちが研修視察

等に行きますと、視察地の自治体からの挨拶

の中で必ずと言っていいほど、三沢高校野球

の太田幸司さんのまちですよねという話にな

ります。

また、私が名刺を交換しますと、紅白に出

場した方と親戚ですかと、よく聞かれること

があります。こういうことからも相手との距

離が縮まり、大いに話が盛り上がり、このよ

うに当市にとっては誇りでもあり、すばらし

い財産でもありますことから、観光振興にお

いてもっと役立てるべきであると思います。

そこで、質問します。平成２３年に太田幸

司氏と九條今日子氏の２名を三沢市観光大使

に任命しておりますが、その役割や活動内

容、また、どのような効果を上げているの

か、伺います。

次に質問を移ります。３点目、東岡三沢・

堀口地区の道路整備について伺います。

私は、平成１５年第１回定例会の一般質問

で、仮称堀口地区の土地区画整理事業につい

て質問をいたしました。そのときの答弁で

は、地域の方々からのアンケート調査を実施

した結果、地権者の方々から減歩について理

解が得られないなどのことから、区画整理で

の事業展開は難しい。しかしながら、当該区

域の整備の必要性や緊急性もあり、市道４６

号線や市道東岡三沢・松原線などの整備状況

を見ながら整備を進めたいとの答弁をいただ

いております。

御承知のとおり、この区域は道幅が狭く、

車のすれ違いにも大変な場所であり、歩道も

ないため、特に子供や高齢者の方々の歩行も

危険な状況であります。

さらに、雨水の処理もうまくいっていない

ため、至るところに水たまりができるなど、

車や歩行者の通行の妨げとなっており、整備

が急がれる場所であると感じております。

このような中、ことしの９月に、この東岡

三沢・堀口地区の整備について、地元説明会

を開催し、沿線住民の方々に整備計画の説明

を行ったとのことでありますが、参加者から

説明会の内容を聞いたところ、既に農協西側

の道路から着手し、順に整備を進めていくと

の説明があったとのことであります。

地域町内会、地域住民はもとより、私たち

市民にいたしましても、ここまで来てやっと

動き始めたのか、事業着手まで年月がかか

り、時間がかかったなという思いではないで

しょうか。

そこで、次の３点について質問いたしま

す。

まず１点目、説明会では、どのような内容

を説明したのか、また、それに対し住民から
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はどのような意見が出たのか、そして、事業

に対する住民の方々の理解は得られたので

しょうか、伺います。

２点目として、用地買収による整備になる

と思いますが、沿線には住宅が既に張りつい

ているため、移転費など、かなり事業費がか

さむと思いますが、全体事業費はどの程度に

なるのか、伺います。

３点目、今後の整備計画について、年次計

画はどのようになっているか、伺います。

以上で、私からの質問を終わります。答弁

をよろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの１４番小

比類巻雅彦議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの小比類巻

議員御質問のうち、政治姿勢問題については

私から、その他につきましては経済部長及び

建設部長からお答えをさせますので、御了承

願いたいと思います。

市長と語ろう住民懇談会は、三沢市に住ん

でよかったと思えるまちにするために、地域

住民と行政が、まさに地域の課題や市の将来

像について懇談する場として開催をしてお

り、広く住民の声を聞いて、今後の市政運営

に反映させるようとするものであります。

これまでの経緯といたしまして、平成２３

年度に、市内を５地区に分けまして組織され

ております、いわゆる地区町内会連絡協議会

ごとの開催とし、構成町内会数が多い中央地

区町内会連絡協議会については２回に分け

て、計６回開催いたしたところであります。

この懇談会には、それぞれの地区に私と幹部

職員が出向きまして、合計２２０名の方々の

参加を得ることができました。

懇談会の中では、生活に密着したことから

高齢者福祉、観光振興、商業振興に関するこ

となど、広範囲にわたり御意見や御提案をい

ただきました。

また、今年度は、さまざまな分野に着目し

た、住民にとって関心が高いと考えられる

テーマを各回に設定し、全４回開催すること

といたしております。

第１回目は、子育て中の親御さんを対象と

して、小中学生の子供を持つ親御さんはもち

ろんのこと、幼児を持つ親御さんにも参加を

いただきまして、共通の関心事である子育て

と教育をテーマに、８月に開催をいたしまし

た。

第２回目は、高齢者を介護している御家族

や介護に関心のある方々を対象に、介護と介

護予防をテーマとして、１０月に開催をいた

しました。

第３回目は、現在さまざまな市民活動をさ

れている団体の方々の御意見や御提案をいた

だくために、市民活動団体の方々を対象に、

協働のまちづくりをテーマに、１１月に開催

をいたしました。

この３回の懇談会の中では、同じ課題や思

いを持つ市民による懇談であるため、テーマ

に沿って、より具体的な御意見や、あるいは

御提案が出され、参加者同士の意見交換も行

われるなど、大変有意義な懇談会となりまし

た。

今年度の残りの第４回目は、新成人を対象

に、三沢市への思いと私の夢をテーマに、１

月に開催を予定しておりますが、二十の、ま

さに若々しい感性からどのような思いや、あ

るいは意見がいただけるか、今から楽しみに

いたしているわけであります。

開催時刻につきましては、日中働いている

方が参加しやすい夕方からを基本としており

ますけれども、高齢者を介護している家族の

方につきましては、デイサービスが利用でき

る時間帯である午後の早い時間帯に設定する

など、配慮をいたしているところでありま

す。

来年度以降におきましては、さまざまな分

野に着目し、参加者や、あるいはテーマを設

定して開催してまいりたいと、このように考

えております。

また、開催の日時や場所につきましても、

参加者に合わせまして、参加しやすい環境を
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整えてまいりたい、このようにも思っており

ます。

さて、このような懇談会の成果につきまし

ては、始めたばかりであることから、すぐに

成果があらわれるものではありませんが、市

民本位のまちづくりのために、多種多様な御

意見あるいは御提案を、私が直接対話を通し

て聞くことが非常に大切だと、このように考

えております。

これらのいただいた御意見や御提案につき

ましては、できるものについては速やかに対

応するなど、市政に反映させてまいりたい

と、このように考えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 御質問の第２点

目、観光振興についてお答えいたします。

当市では、現在、太田幸司氏と九條今日子

氏の２名を、平成２３年７月から平成２６年

３月まで観光大使に任命し、観光の振興に努

めております。

その役割としては、本市の知名度及びイ

メージのアップ、観光及び特産品等のＰＲ並

びに文化、スポーツの普及振興に寄与するこ

とが挙げられます。

任命に当たって、あらかじめお願いした活

動内容としては、三沢の観光スポットや特産

品などが紹介された三つ折りの名刺を、それ

ぞれ６,０００枚ずつ印刷し、その名刺を県

内外の多くの方々にＰＲをしながら配ってい

ただくことということでありました。

これまでの活動内容としては、両氏はマス

メディアに登場する機会が多いことから、そ

のような機会に、できるだけ三沢市をＰＲし

ていただいたり、市や青森県が全国各地で実

施するキャンペーン等において、知名度及び

イメージのアップを図っていただいておりま

す。

さらに、太田幸司氏には、日本女子プロ野

球機構のスーパーバイザーとしての役職を生

かし、また、九條今日子氏には、寺山修司関

連のイベント等を通じ、三沢市の魅力を発信

していただいております。

今年度は、特に、太田幸司氏については、

息子さんが甲子園出場を果たした際に、三沢

市の農産物を関西圏に広くＰＲしていただき

ました。

また、九條今日子氏については、寺山修司

没後３０年の節目の年であったことから、全

国各地で行われた寺山修司のイベントで、寺

山修司記念館のある三沢市という切り口で観

光パンフレットを配っていただくとともに、

特産品のＰＲにも努めていただきました。

そのほか、寺山修司をテーマとした山車を

薬師町祭礼と共同で製作し、これを三沢まつ

りで運行することで、大いに話題を呼ぶとと

もに、みずからこの祭りに向けたツアーを組

み、観光客の誘致にも大きく貢献していただ

きました。

このようなことから、観光大使の効果とし

ては、その役割としている本市の知名度及び

イメージのアップ、観光及び特産品等のＰＲ

並びに文化、スポーツの普及振興に十分に寄

与しているものと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 建設部長。

○建設部長（沼山 明君） 東岡三沢・堀口

地区の道路整備についてお答えいたします。

この地区は、議員御承知のとおり、以前、

土地区画整理事業で整備を計画した地区であ

りますが、土地区画整理事業での実施が難し

く、用地買収方式で準幹線道路を整備するこ

ととしたものであります。

当市では、この準幹線道路の整備のため、

県道沿いのＡコープから市道４６号線を南北

に結ぶ市道３８５号線の３５０メートルと、

堀ガソリンスタンドから市道４６号線を南北

に結ぶ市道３８４号線の４５８メートル、そ

して、木崎野団地西側の市道３７４号線から

おいらせ農協側を東西に結ぶ市道東岡三沢・

堀口線１,２３１メートルの３路線を合わせ

た、総延長２,０３９メートルを片側歩道の

２車線道路で整備を計画しております。

そして、この計画道路沿いの地権者や建物
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所有者の方々などを対象とした説明会を、昨

年の７月と、ことしの９月の計４回開催し、

計９５名の方が出席されております。

説明会では、整備年度や建物補償等に関す

る質問や、早期整備についての御要望などが

ありましたが、特に事業に対する反対意見は

なく、おおむね事業に対する御理解をいただ

けたものと考えております。

なお、今後、用地買収や建物補償等につい

て、個別に地権者や建物所有者の方々にお会

いすることとなりますが、その際にも、十分

御理解、御協力を得られるよう努めてまいり

たいと考えております。

続きまして、全体事業費についてでありま

すが、現在、実施設計及び建物調査中の路線

もあり、概算額ではありますが、着工済みの

市道３８５号線と、その他の２路線を含む用

地買収費と建物等の補償費は１６億６,００

０万円、工事費は３億３,０００万円で、合

計約１９億９,０００万円の事業費を見込ん

でおります。

次に、年次計画についてでありますが、既

に着工している市道３８５号線につきまして

は、平成２３年度から実施設計、測量調査等

を行い、今年度と来年度の２カ年で整備工事

を終える予定であります。

また、東西方向の市道東岡三沢・堀口線

は、昨年度に実施設計を終えており、本年度

より建物調査に着手し、用地補償等を行いな

がら、平成２８年度から平成３３年度までの

６カ年で整備工事を行う計画であります。

そして、南北方向の市道３８４号線につい

ては、早期整備を図るため、市道東岡三沢・

堀口線整備と並行して事業を進め、平成２９

年度から用地補償を行い、平成３１年度から

平成３３年度までの３カ年で整備工事を実施

する計画であります。

したがいまして、３路線全てが完成するま

では、本年度を含め９年間を要する計画では

ありますが、全路線を６工区に分け、工区ご

とに工事を進め、完成と同時に、順次供用開

始を行う予定であり、事業の早期完成を図っ

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） １４番小比類巻議

員。

○１４番（小比類巻雅彦君） 何点かについ

て再質問させていただきます。

まず、１点目なのですけれども、多く広く

４万市民の中から選んで、町内会の方や住民

代表の方、また、子育て中の方たちを選んで

懇談しているということでありますが、そう

いう中で、私は、やっぱり成果がないと、な

かなかこういうことをやっても、ただ話をし

ただけでは、何らうまく皆さんに実績という

のですか、そういうのがあらわれないのかな

と思っております。

ですから、やったことに対して、財源的に

かからない点、そういうことには、皆さんか

ら御意見が出ると思うのですけれども、実行

に移せるもの、やれるもの、そういうことを

やっていくべきではないのかなと。そういう

ことが市政に反映すれば、こういう懇談会に

おいて、そういう市民の声が伝わって、こう

いう施策につながったのだよという、そうい

う結果が出ると思うのですよ。

ですから、できれば生の声というのです

か、そういう声が実行できるような状況を何

とか早く見出す、そういう考えがあるか、再

質問したいと思います。

２点目の観光振興についてでありますが、

これは私、なぜこの質問をするかというと、

三沢市民の方が、観光大使って誰なのかとい

うのを知らないのが、一番私、はじめて、三

沢市にもこういう人がいたのかなというのが

本当の実感です。ですから、できれば三沢市

民の方々に知ってもらう。

これは私、三沢ほっき丼の店とかって、こ

ういうパンフレットを持っているのですが、

こういうのにも三沢大使とか、そういう人た

ちを載せて、太田さんたちも食べて、九條さ

んたちも食べていますよ。そういう中で、三

沢にこういう方がいるだと。じゃあ、私たち

もこういう方を後押ししようではないかと、
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そういう思いになると思うのです。

ただこういうことをやっています、ああい

うことをやっていますでは、なかなか私は観

光大使としては、やる人も大変だなと。こち

らからのお願いというか、ただそれをやって

いればいいというのではなくて、やっぱり三

沢市全体が盛り上がって発信していくという

のが望ましいのではないのかなと。

観光大使といえば、何か観光地があって、

そういう方が観光大使というイメージが私の

中にあるのですけれども、よそのを調べてみ

ると、ふるさと大使とか、また、キャベツ大

使とかって、地元の特産品の名前をつけた

方々もいるのですよね。三沢は、やっぱり日

本一のゴボウがありますから、ゴボウ大使と

かホッキ大使とか、そういうことも、インパ

クトのある名前で、皆さんに、全国に知って

もらうような形をつくっていくのが、私は望

ましいと思うのですよ。

来年の３月まで大使が、今後続けていく

か、そういうのも見直しと言うのですけれど

も、そういうことも考えていかないと、こう

いう観光振興というのは、なかなか全国でも

いろいろな形で、我がまち、ふるさとだ、頑

張らなければならない、こういうことをやっ

ていかなければならないという思いでやって

いるのですよね。ですから、それに負けない

ような、こちらも対峙というか、向こうに負

けない、三沢は必ずこういうことをＰＲして

頑張るのだという、そういう思いを持ってい

かないと、ただ大使をつけただけでは、なか

なか振興につながらないと思いますから、そ

の辺もう一度答弁願いたいと思います。

最後ですけれども、道路問題。この工事に

入るのに、最低１０年かかっているのですよ

ね。また、これから約１０年近くかかると。

こういう道路整備については、予定どおりそ

の年度内に終わるって、１０年で計画したの

だけれども、１０年内に終わるということは

なかなかないのですよね。また、２年、３

年、住民の方々でも反対する人たちもいると

思います。

ですから、できれば何とか縮める。平成３

３年までに整備を終えたいという話なのです

けれども、それを縮めるような覚悟で臨んで

もらいたい。その辺のこと。

あと、ここは、整備計画が東西に１本大き

い道路が通るのですけれども、あと、農協の

ところに１本、それと堀スタンドのところに

１本通るのですけれども、その後に、私、町

内会なものですから、歩いて、住宅が張りつ

いている南北に面した道路が何本あるのかな

と思ったら、約９本ずつあるのですよ。新し

い道路ができて、そこにまた住宅が張りつい

ている。だから、この計画だけでは、住民の

人たちがなかなか満足にというのですか、生

活を送れるようなことの下水もまだ通ってい

ない。

今、この目的においては、緊急避難活動に

おいて支障が起きたり、道路整備拡幅、周辺

地域の社会基盤を改善するとなっているので

すけれども、そこの地区は今のあれでかなり

改善されると思うのですけれども、まだわき

道にいっぱい道路がある。それもまだまだ不

十分なところがいっぱいあると思うのです

よ。そのことについても、もう一度答弁願い

たいと思います。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 協働のまちづく

りに関する再質問の、実行できるものをすぐ

実行したほうがいいのではないかということ

についてお答え申し上げます。

懇談会での意見や提案につきましては、取

りまとめた上で関係部署に通知し、それぞれ

の部署で実施できるか、調査・検討が行われ

る仕組みになっております。実施できるもの

は実施してございます。

その例といたしまして、古間木川の土手

に、町内会と市の協働による桜の植樹を行っ

たことや、地域の除雪作業を町内会で実施で

きるように、除雪機を市から町内会に貸与し

たこと。また、移設する漁業協同組合に隣接

して、魚介類等の販売所を平成２６年度に設
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置を予定していることなどがございます。

ほかにも、市民活動ネットワークセンター

の日曜日開館について、２６年度から試行的

に実施することについて、現在、検討を行っ

ております。

このように、懇談会で得た意見が市民全体

の思いであろうと思われるものについては、

積極的に前へ進めるようにいたしておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 観光振興の再質

問にお答えいたします。

御質問の内容は、観光大使の市民へのＰＲ

が足りないのではないか。２点目は、今後ま

だ継続していくのかということと。３点目と

しては、観光大使の名前とかをもう少し考慮

したほうがいいのではないかという、３点だ

と思います。

１点目の市民へのＰＲにつきましては、今

までは、観光大使はどちらかというと市外の

方に三沢市をＰＲするということに重きを置

きましたけれども、御指摘のあったように、

今後については、三沢市民についても積極的

にＰＲに努めて、観光振興を盛り上げてまい

りたいと考えております。

２点目の、今後、継続するのかということ

でございますが、観光大使は、先ほど御答弁

申し上げましたとおり、観光振興に極めて有

効であると考えております。したがって、こ

の制度は、今後も継続してまいりたいと思い

ます。

次に、３点目の観光大使の名前につきまし

てですが、来年３月３１日で両名の任期が切

れますことから、年度内に三沢市観光大使候

補者選考会を開催する予定としております。

その中で、人選とか名称についても十分に協

議していただいて、その意見をもって、その

方向性をいただいて、決定してまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 建設部長。

○建設部長（沼山 明君） 道路整備の再質

問にお答えいたします。

事業期間をもっと短く短縮できないのかと

いう御質問ですが、市といたしましても、幾

らかでも早く整備を終え、そこに住む住民の

方々が一刻も早く安心して快適に生活ができ

るようにしたいとは考えております。

しかしながら、今回の事業は、３路線合わ

せて延長約２,０００メーター、２キロと距

離も長く、また、住宅地内の整備のため、住

宅等の建物移転等も伴い、多額の事業費と事

業期間を要することとなり、短期間での実施

は、予算的にも事業量的にも大変厳しいもの

と考えております。

そのような状況ではありますが、地権者の

方々に誠意を持って交渉に当たり、幾らかで

も早く御理解、御協力いただき、そして、国

に対しても補助金等の前倒し等をお願いしな

がら、少しでも事業の進捗が図られるよう、

最大限の努力を注いでまいりたいと考えてお

ります。

それからもう１点の、今回の３路線以外の

道路についての整備でございますが、この地

区は、以前、土地区画整理事業での整備を試

みた地域でもあり、生活道路等の整備も当然

必要な地区と考えております。区画整理事業

のような道路整備は無理ではありますが、地

区内の皆さんの生活環境が少しでも向上でき

るよう、少しずつでも生活道路等の整備を

図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、１４番小比

類巻議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

９番野坂篤司議員の登壇を願います。

○９番（野坂篤司君） おはようございま

す。

みさわ未来の野坂篤司が、通告に従いまし

て一般質問をさせていただきます。

はじめに、スポーツ・文化行政の市長部局

への移管について考え方を伺います。

１１月１６、１７日に十和田市立総合体育
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センターで行われたプロバスケットＢＪリー

グの青森ワッツ対富山グラウジーズ戦が２試

合開催されました。青森ワッツは、青森県が

生んだプロバスケットのチームであります。

観客動員数も、２日間で３,５００人と報道

され、その注目ぶりが際立っております。

私も昔、クラス対抗のバスケットの選手で

ありました。大変バスケットが好きでした。

青森ワッツの応援をしたいと思い、観戦を

しましたが、体育センターの前のスペースに

は地場産品のお店が立ち並び、産業まつりの

ようでありました。このような大会は、単な

るスポーツ大会ではなく、まちづくりの活動

になることを実感したのであります。

平成２９年１０月オープン予定の、(仮称)

三沢市国際交流スポーツセンターが完成する

と、プロバスケットだけではなく、バレー

ボールのプレミアリーグや各種国際大会に利

用されることが予想されます。

しかし、私が考えていますのは、スポーツ

センターの利用をただ待つのではなく、積極

的に営業活動で誘致し、開館１年前には予約

で満杯になる、そのような計画をしなければ

いけないと思うのであります。

他方、文化面でも、三沢市文化協会には８

８団体が加盟されています。その活動は、文

化の日などがあって、大変すばらしいものが

あります。人間が趣味を通して、生きがいや

やりがいがあることは、生きる力の源になる

からであります。

私は、市議会議員３期目の公約、いわゆる

約束として、元気高齢者プロジェクトを目指

しておりますが、スポーツ・文化活動は、元

気高齢者を支援する大きな活動の中心になる

と思うのであります。

健康寿命日本一の長野県と青森県との差

は、文化の差ではないかと思います。長野県

の県民性は、決まり事を守る人が多いと言わ

れております。薬をきちんと決まった時間に

飲むとか、文化・スポーツ活動に参加する人

が多いとかなどで、特別なことはないのであ

りますが、このことが大きな要因であると言

われております。

趣味の文化活動に参加している人は、必然

的にルールの中で生きています。そのことが

元気高齢者、つまり、健康寿命を増加させる

ことにつながるのであります。現実に三沢市

には、青森県古希野球チームのエースや日本

舞踊のお師匠さんも７５歳以上の方がいま

す。

７５歳以上の三沢市後期高齢者医療費給付

を見ますと、平成２３年度、被保険者４,５

２４人で、１人当たり６６万４,２９１円か

かっていましたが、平成２４年度、被保険者

数４,６１５人で、１人当たり６１万８,９２

２円になり、医療費給付費が総額で１億４,

９２６万３,５５７円減額されたということ

であります。

つまり、７５歳以上でも元気に文化活動や

スポーツ活動ができる人をふやす活動こそが

求められている政策であると思うのでありま

す。

さらに、アメリカンデーやジャパンデー、

寺山修司記念館等、各種イベントの文化活動

はまちづくりになっています。

平成２０年４月に地方行政の組織及び運営

に関する法律が改正され、スポーツ・文化行

政を市長部局に移管する県や市が全国的にふ

えてきました。

高松市では、芸術文化・スポーツの国際及

び国内交流の一体的な推進を目的に、国際文

化・スポーツ局を市長部局に設置し、教育委

員会に対し、幼稚園、保育園、小学校、中学

校の教育に専念する環境を整えているのであ

ります。大変すばらしいことであると思いま

す。

三沢市でも例外でなく、各種スポーツイベ

ント、文化イベント、生涯学習である健康寿

命推進活動など、教育委員会の範疇を超えて

いる現実を実感しなければならない時代に

なっていると思うのであります。

このようなことから、スポーツ・文化行政

の市長部局移管について、どのように考えて

いるかを問うものであります。
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最近読んだ本の中に、こんな言葉がありま

した。日本は広い、世界はもっと広い、しか

し、頭の中はもっともっと広い。人間の想像

力は無限に広がり、広いのだ。大変感動した

言葉であります。

想像力の反対は、固定観念です。固定観念

にとらわれない、想像力豊かな答弁を御期待

いたします。

次に、全国学力・学習状況調査について伺

います。

平成２５年４月２４日に行われた学力テス

トの結果が、８月２７日に文部科学省から発

表されました。青森県は、小学校が全国４番

目で、国語、算数、合計６０問に対して４

０.９の正解で、中学校は、国語、数学、合

計９３問に対して６１.５問の正答と発表さ

れました。

何のために学力調査、いわゆるテストをす

るのかといえば、現状認識のためだと思いま

す。

体ぐあいが悪いと病院に行きます。お医者

さんは、いきなり注射を打つでしょうか。何

も診断せずに投薬や注射を打つことはありま

せん。その人の体を診断してから対処方法を

考えるのが普通のやり方であります。

学力調査も同じあります。児童生徒の現状

認識のために行い、その現状を生かし、指

導・助言をして、子供に合った学力を身につ

けさせることが目的だと思います。

しかし、テストをしてから４カ月後に結果

が出ても、病気であれば手おくれになってい

るかもしれません。指導するはずの生徒が卒

業してしまいます。この学力調査がもっと早

く結果が出せないものか、疑問には思ってい

るのであります。

そこで、質問であります。１番目として、

三沢市教育委員会は、今回行われた三沢市小

学校、中学校の全国学力・学習状況調査の結

果を公表し、結果に対し、児童生徒の傾向性

がどのようになっているのかを伺います。

二つ目として、結果を踏まえ、今後の教育

指導、生活指導にどのように役立てるのかを

伺います。

三つ目として、平成２６年度から学校別成

績の公表が一定条件のもと可能になります

が、学校の序列化が進むとか、自分たちが今

どの辺にいるか気づくという点では大変よい

と。よくデータを活用することが大事だとい

う意見、さまざまな意見が出されています。

私は、教育で一番大切なことは、自分の現

実を知ることだと思います。自分の存在に感

謝し、周りの役に立てる自分をつくることが

勉強の大もとだと思います。

そのことを踏まえ、来年度の学校別公表を

どのような考え方で対応するのか伺います。

次に、学校ドリプラについて伺います。

中小企業経営者や若者の起業家促進研修

で、夢実現ドリプラ大会が全国各地で開催さ

れています。

ドリプラとは、ドリームプランプレゼン

テーションの略でありまして、夢の計画をプ

レゼンテーションという形で観衆の前で発表

するイベントであります。プレゼンテーショ

ンは、通常の説明型ではなく、音や映像を

使って、夢を体験的に伝えるプレゼンテー

ションであります。

どうしてもかなえたい、あきらめない理由

を持った夢は、人に勇気と感動と共感を生み

出します。夢を人前で話すことはとても勇気

が必要でありますが、グループみんなでつく

り上げる試演会が自分自身の夢を見直し、本

物の自分自身を見直す大変いい機会になるこ

とが、最大の特徴であります。

三沢市では、ゆめ実現推進事業を毎年行っ

ていますが、先輩、先人の夢を聞くだけで

は、小学生はよいとしても、中学校では物足

りない気がします。

私は、中学校から人生計画設計図の授業を

取り入れるべきなのだということをいつも

言っております。これも私の３期目の公約に

しております。

本当の意味の勉強は、自分がなりたい自

分、人生の目標がはっきりしたときに、勉強

する力が出るものだと思います。だから、中
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学３年生の１学期までに夢を語るように指導

しなければならないと思います。

私の、短いのか長いのかわかりませんが、

人生経験６８年の私から見ますと、大体２４

歳のときの考え方で、未来の自分が大体決ま

るような気がいたします。そのように思う

と、中学校で遊んでいる暇はないのでありま

す。中学時代こそ人生を決める大切な時期で

あり、進路を決めるときだからであります。

私は職種を言っているのではありません。

どんな人になりたいか、どのように生きたい

か、その考え方を言っているのであります。

今ようやく大学でドリプラの研究授業が取

り入れられていると聞いています。

昨年、三沢市立第二中学校で学校ドリプラ

を開催しました。全国ではじめてのことだと

聞いています。とても感動的で、すばらしい

プレゼンテーションをした生徒たちでした。

ことし３月に、そのプレゼンテーションを

した３年生が卒業し、悠々いろいろなところ

に出ました。二中の生徒たちは、活発に夢に

向かって勉強していると思います。

ことしは、１２月４日に、ドリームプラン

プレゼンテーションのちょっと手前の整理を

する段階で、ドリームマッププランプレゼン

テーションというのがありますが、それを六

ヶ所一中で開催しています。私もそれを見て

まいりました。

このようなことから、三沢市教育委員会で

も、本格的に学校ドリプラを導入するべきと

考えますが、教育委員会の考え方を伺いま

す。

冒頭で申し上げましたが、固定観念にとら

われない想像力豊かな答弁をお願いし、私の

一般質問を終わらせていただきます。

御清聴ありがとうございました。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの９番野坂

篤司議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの野坂議員

御質問の行政問題に関する質問については私

から、教育問題につきましては教育長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと思い

ます。

行政問題のスポーツ・文化行政の市長部局

への移管についてお答えをいたします。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

が平成２０年４月に改正され、地方公共団体

は、条例の定めるところにより、地方公共団

体の長が、教育委員会の所管する事務のうち

文化財保護を除く文化、及び学校における体

育を除くスポーツに関する事務を管理、執行

することができることとされたところであり

ます。

これは、教育における地方分権を推進する

観点から法改正されたものと認識しておりま

すが、県内においては、八戸市が平成２０年

度から、弘前市では平成２１年度から、むつ

市においては平成２２年度から、それぞれス

ポーツ行政について、教育委員会から市長部

局へ事務が移管され、また、文化行政につい

ては、八戸市が平成２０年度から、弘前市に

おいては平成２５年度から、市長部局へ事務

が移管されております。

当市といたしましては、これまでスポーツ

行政、文化行政の推進に当たっては、例えば

国民体育大会冬季大会スケート競技大会の運

営や、三沢市功労者、文化賞等表彰式の式典

運営など、大規模なイベントについて、市長

部局と教育委員会との連携による横断的な、

いわゆる協力体制を構築して取り組んでま

いったところであります。

御質問の組織の再編につきましては、法の

趣旨を鑑み、スポーツ行政、文化行政に関す

る組織のあり方について先進事例等を研究し

ながら、教育委員会からの事務移管等、組織

改正を行った場合と行わない場合のそれぞれ

のメリットあるいはデメリット等を十分に精

査しながら、そして、三沢市総合振興計画に

おける各種施策等を効率かつ効果的に推進で

きる市全体の組織体制の構築の中で検討して

まいりたい、このように考えております。

以上であります。
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○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題の全国学

力・学習状況調査についてお答えいたしま

す。

第１点目、市内小中学校の成績の公表と傾

向についてお答えします。

全国学力・学習状況調査は、平成２５年４

月２４日に、小学６年生と中学３年生を対象

に、４年ぶり、全員参加方式で行われまし

た。調査教科は、国語と小学校での算数、中

学校での数学の２教科であります。そして、

平成２５年８月２１日に、全国及び県の結果

が新聞紙上等で公表されました。

御質問のあった三沢市内の小中学校の調査

結果ですが、小学校は、国語、算数とも全国

平均を約３から５ポイント上回りました。中

学校の結果は、国語はほぼ全国並み、数学は

約５ポイント下回りました。この結果につい

ては、これから三沢市の広報を通じて公表し

たいと考えております。

次に、御質問の第２点目、この結果を踏ま

えて、教育指導と生活指導にどのように役立

てるかについてお答えします。

まず、教育指導では、現在、各小中学校

で、今年度の調査結果から自校の現状と課題

を分析し、校内研修等を通じて改善に努めて

いるところであります。

また、教育委員会といたしましては、学校

訪問や校長会等において、調査結果の分析を

もとにした学習指導の改善を継続して働きか

けていくほか、特に算数、数学の学力の向上

のために、平成２６年度において、三沢市独

自に算数・数学研修会を実施するなど、教員

の指導力の向上を図ってまいりたいと考えて

おります。

次に、生徒指導面では、学力テストと並行

して行われた児童生徒アンケートの回答結果

をもとに、生活習慣の改善や家庭学習習慣の

確立など、学力の土台となる生活習慣や学習

環境の改善を家庭との連携を図りながら進め

てまいりたいと考えております。

御質問の第３点目、平成２６年度からの学

校別の成績公表についてお答えします。

平成２５年１１月２９日に、平成２６年度

全国学力・学習状況調査に関する実施要領が

文部科学省から出され、市町村教育委員会の

公表については、ある一定の条件のもと、そ

れぞれの判断において可能であることが示さ

れました。

しかし、学校別の成績の公表については、

調査結果は特定の教科だけが対象であること

や、学校の序列化や過度な競争が生じるおそ

れがあること。また、小規模校においては、

受験生が特定され、いじめの要因となるおそ

れがあることなど、多くの課題が挙げられて

おります。

教育委員会といたしましては、このように

多くの教育的課題があることから、学校別の

成績の公表については、関係機関と協議の

上、他市町村の状況も踏まえながら検討して

まいりたいと思います。

以上でございます。

次に、教育問題の２点目、学校ドリプラに

ついてお答えいたします。

ドリームプランプレゼンテーションとは、

自分の夢を１０分間のプレゼンテーションを

通して伝え、共感を得て、自分の足りないも

のや支援を集めて夢をかなえていくもので、

その手法をキャリア教育に取り入れたもの

が、学校ドリプラであると捉えております。

昨年度、この取り組みを実施した市内中学

校は、はじめに自分の夢と関連する言葉をつ

なげたマップをつくり、次に１対１で夢を人

に話し、そして、パソコンを使って夢をイ

メージ化するという過程を経て、自分の夢に

ついての全体発表会を行いました。

さて、教育委員会では、キャリア教育推進

のために、平成２２年度から、仕事に学び、

人に学ぶ、ゆめ実現推進事業を実施し、小学

校段階でも広く職業に触れることができるよ

う、ここ２年間は市内全小学校６年生を対象

として実施してまいりました。

市内各中学校のキャリア教育については、

それぞれの学校が地域の実情や学校生徒の実



― 30 ―

態等に応じて、全体計画及び年間指導計画を

系統的に作成しております。そして、生徒一

人一人が職場体験学習等で、働くことの意義

を実感することを通して、夢の実現に向け、

将来設計を作成するなど、各校において計画

的に取り組んでおります。

教育委員会といたしましては、現在、各中

学校の取り組みをさらに充実するよう、学校

ドリプラの実践を紹介し、各校の実践の成果

を情報交換する研修会を開催するなどして、

今後とも学校を支援してまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 野坂議員。

○９番（野坂篤司君） 再質問をさせていた

だきます。

先ほどの教育長の答弁ですと、３ポイント

から５ポイント上がっているという話とかが

出ていたのですが、答えられる範囲でいいの

ですが、学力調査の話ですが、全国は出てい

ますけれども、青森県内で三沢市の小学校、

中学校の、その学力状況調査の中で何番目

だったのかとか、例えば上のほうだったの

か、下のほうだったのか、発表できる範囲

で。

でも、出てきているわけですから、大体私

たちの中では、三沢市の教育レベルが高いと

言われているのですが、十和田よりだめかな

とか、いろいろ言われているのですけれど

も、上北郡でどうだとか、青森県でどのぐら

いなのか、上なのか下なのか、中ぐらいなの

か。そのぐらいでも、よければ、発表できる

範囲で公表していただきたいと思います。

二つ目でありますが、教育委員会にお尋ね

したいと思うのですが、私、行政問題として

捉えたのですけれども、いわゆる市長部局に

移管したほうがいいのですよと言っているの

は、太田議員が平成１７年第３回定例会に、

市民スポーツ課の所管を教育委員会から市長

部局へ移管するべきだとの質問に対し、当時

の横岡教育長が、「しっかりと研究しなが

ら、構想を練る上で勉強していきたい」と答

弁しております。

あれから８年たっておりますが、教育委員

会で、そのための研究や勉強がされたことが

あるのかどうか、まずこれを二つ目に聞きた

いと思います。

それから、三つ目でありますが、先ほど元

気高齢者の話をさせていただきましたが、私

はこれにすごく興味持っているのですけれど

も、三沢市の７５歳以上であります後期高齢

者の医療費は、三沢市の総額で何億円となっ

ていますけれども、三沢市の１人当たりの負

担が５万５,３５８円、三沢市が払っている

のですよ。ですから、４,５２４人ですの

で、総額で２億５,０４３万９,５９２円と

なっています。２４年度の１人当たりは、三

沢市の負担分５万１,５７７円、４,６１５人

ですので、総額で２億３,８０２万７,８５５

円負担されているという計算になっているわ

けですね。

仮に２００人が元気高齢者になって負担を

受けないのであれば、１,０００万円浮いて

しまうと、こうなっているわけですよ。

要するに、私は、結果に金を使うのではな

くて、原因に金を使うべきだと思っているの

です。

例えば三沢市体育協会の場合を見ると、三

沢市体育協会で３２団体で補助金が２５５万

円なのです。１団体７万９,６８７円、１年

間で７万９,０００円しかいっていないので

す。それから、文化協会は８８団体あって、

補助金が１４３万円、１団体で１万６,００

０円しかいっていないのです。

これに、例えば倍額、もしくは２００万

円、３００万円足して、それで元気高齢者が

できるのであれば、三沢市が大変よくなるの

ではないかというので、私は市長部局だとか

を一緒に考えたほうがいいのではないかと提

案しているのです。

私は、スポーツ・文化活動の予算が余りに

も少ないのではないかなと思っているわけで

す。やっぱり本人が元気で楽しい人生を送る

ことが一番幸せなことですから、極論すれ
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ば、ぴんぴん、ころっと逝けば一番いいわけ

ですよ。そうすると負担もかからないし、こ

れが私はよい政治の政策の一つだと思ってい

るのです。

ですから、教育委員会では、市長部局と、

それから、こういう部分のスポーツ・文化に

対して、まだ教育委員会でやったほうがいい

と思っているのか、これから市長部局と一緒

にやっていったほうがいい、市長部局に移し

たほうがいいのかと、そう思っているのか、

教育委員会としてはどのように考えているの

か、この三つを再質問したいと思います。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

教育長。

○教育長（吉田 健君） 再質問の第１点

目、今年度実施した学力・学習状況調査の結

果を踏まえ、公表について、三沢市はどのぐ

らいの位置なのか、または、学校別等の公表

についてどうなのかということについてお答

えいたします。（発言する者あり）

では、学校別については抜きたいと思いま

す。

平成２５年度、全国学力・学習状況調査の

結果、どのようについての再質問にお答えし

ます。

平成２５年度の調査結果につきましては、

保護者や地域住民に対しての説明責任を果た

すという観点から、国、県、三沢市の教科に

関する調査結果及び生活習慣や学習環境に関

する質問調査の結果に加え、三沢市の調査の

現状と対策についても示し、広報みさわで詳

細に公表してまいりたいと考えております。

（発言する者あり）その中で示してまいりた

いと考えております。

今現在、お話しできるとすれば、３から５

ポイント上がって、小学校がどのぐらいの位

置であるかということですよね。これは、一

応要綱上、お話は余りできないのですが、大

体平均点が第１位で６０から７０、上位の３

ポイント、３点から５点上がるということ

は、大体ベストテンの１位、２位の差が１点

未満でございます。

ですから、青森県の平均に対して、三沢市

がほぼそれ以上いっていますので、順位とす

れば、約何位ぐらいですかと。１位ではあり

ませんが、約２位から五、六位の範囲の中で

あると考えていただければいいと思います。

そのぐらい、小学校においては大変頑張って

いる状況であると考えております。

ただ、詳細については、これについては序

列化等につながりますので、大変よく頑張っ

ているということで、御理解願いたいと思い

ます。

次に、前回の議会の中で、スポーツ・文化

行政の市長部局への移管について、太田議員

からの御質問で、教育委員会は協議・検討し

たのかということについてお答えいたしま

す。

これについては、最近、非常に大事な重点

でございますので、実施に伴って、事業事業

等で検討しております。

しかし、教育委員会のみではできないもの

は、先ほど市長から答弁があったように、市

長部局とも合同で実施するなど、その大会大

会等において、主管については決めて実施し

ております。（発言する者あり）

今までの中で、私がちょうど４年目ですの

で、過去４年間については、その事項につい

ての話はあったということは聞いておりま

す。私が教育長になってからは、大会等一つ

一つを検討する中で、市長部局とも連携をと

りつつ、このことも含めてお話をしておりま

す。

質問の３点目に移りたいと思います。野坂

議員さんの、スポーツ・文化行政の市長部局

への移管について、教育委員会ではどのよう

に考えているかについてお答えします。

教育委員会としては、社会教育、スポーツ

分野に関して、ますます重要性が高まってお

ります。特に、小中高学習指導要領において

は、一貫して、社会教育は地域理解から地域

貢献へ、また、スポーツは競技スポーツから

生涯スポーツの推進が重点事項となっていま
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す。

このようなことからも、野坂議員さん御指

摘の事項については、市民及び児童生徒のた

めになることを第一の観点として、市長部局

とも慎重に協議してまいりたいと考えていま

す。

以上でございます。（発言する者あり）

中学校については、国語に関しては全国並

みと、先ほど答弁で（発言する者あり）青森

県の中でも大体平均をとっております。

ただ、数学については、５ポイント、先ほ

ど言ったとおり、基礎と応用の平均になりま

すけれども、基礎点はそれほどでもないので

すが、応用の分野でポイントが下がっており

ます。これを受けて、もう既に、来年度、市

内の中学生を対象にした各単元ごと、担当教

員の研修会を企画し、実施する予定で今進ん

でおります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 野坂議員。

○９番（野坂篤司君） 先ほど最初の答えの

ときに、２５年度の広報に１月に公表すると

いう話でしたが、その公表の仕方も今のよう

な公表の仕方なのでしょうか。さっぱりわか

らないのですけれども、どういうような公表

の仕方をするのか。

例えば青森県でどのぐらいですよとか、

３.５ポイントとか、我々、中身がわからな

いのですね。一般の市民の人がわからないの

です。大体どのぐらいかというふうなことと

か、傾向性はこうだと、わかりやすくやらな

いと、全国平均で３.５ポイント上がりまし

たとかと言っても。

私、さっきも言いましたように、人間とい

うのは、自分の位置がどの辺にいるかという

のはすごく大事なのですよ。自分の位置がわ

からない人が悪いことをするのです。自分の

位置がこのぐらいだというところ、位置がわ

かるということが、私は大変大事なことだと

思っているので、三沢市の教育、小中学校が

青森県の中でどのぐらいの位置にいるのです

かという場合の、広報で出てくるわけですか

ら、余り難しい書き方をするとわからないと

思うのです。どういう公表の仕方をするので

しょうか。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えい

たします。

公表については、過去に、平成２１年に公

表した例がございますが、状況調査の結果と

して、国、県、市の平均をまずは掲載をした

いと思います。

２点目として、生活習慣や学習習慣に関す

る調査についての数値についても、公表した

いと思います。

それに伴って、それを分析した結果、学力

または生活習慣がこうである。県と比較し

て、または全国と比較してこうであるという

形で、簡潔に公表をする予定でございます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、９番野坂議

員の質問を終わります。

この際、午後１時１０分まで休憩します。

午後 ０時０７分 休憩

────────────────

午後 １時１０分 再開

○議長（舩見亮悦君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（堀 光雄君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

５番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

○５番（瀬崎雅弘君） 通告に従いまして、

一般質問させていただきます。

私は、去る８月６日に開催された、市長と

語ろう住民懇談会を傍聴しました。そのテー

マは、子育てと教育であり、市内のＰＴＡ関

係者や教師の方々等約２０名の方が参加さ

れ、さまざまな意見がありました。その意見

があったうち、子ども医療費給付事業と子育

て支援の２件については、私ももっと充実さ

せるべきだと思い、今回の質問にしました。

最初は、子ども医療費給付事業について伺
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います。

種市市長は、２期目の市長選立候補のと

き、これまで小学生までの対象であった乳幼

児医療費給付事業を中学生まで拡大するとの

選挙公約を掲げられ、見事無投票で当選され

ました。

その公約どおり、平成２４年度から再編交

付金及び特定防衛施設周辺整備調整交付金の

活用により、これまで小学生までの対象で

あった乳幼児医療費給付事業を、中学生まで

拡大した子ども医療費給付事業を開始されま

した。

この事業の目的は、子供が医療保険で医療

の給付を受けた場合の自己負担にかかわる費

用を、その保護者に対し支給し、もって、子

供の保健及び出生・育児環境の向上に寄与す

ることを目的としています。子育て世代の保

護者にとっては、経済的支援の充実が図ら

れ、非常に有効な事業であると思います。

しかしながら、子ども医療費給付事業は、

対象範囲は拡大したものの、この事業の給付

を受けることができる保護者は、所得制限が

あり、その額は、扶養親族等または子供の数

で異なりますが、ゼロ人の場合で約２３４万

円、子供の数が１人ふえるごとにプラス３８

万円増の限度額となっており、その給付を受

ける方は一部の家庭にとどまっている状況に

あると思います。

乳幼児、児童及び生徒は、保育所、幼稚園

及び学校で集団的に発生する病気、例えば風

邪、インフルエンザ、風疹及び水ぼうそう等

が流行すれば、すぐその影響を受けてしま

い、自宅や学校等で衛生管理をしっかりして

いても病気にかかってしまい、保護者にとっ

て子供の医療費の負担は大きいものとなりま

す。

そこで、この条例で定められている所得制

限についてでありますが、市長と語ろう住民

懇談会においても、参加者の方からは、所得

制限があり、年収により受けられたり、受け

られない等、毎年異なるので、どうにかなり

ませんかという意見がありました。

県内の他市の状況を見ると、対象範囲は異

なりますが、黒石市及びつがる市では、所得

制限なしで医療費給付事業を実施していま

す。また、青森市は、所得制限が約５３０万

円であり、その他の市は、対象範囲は異なり

ますが、三沢市と同等の所得制限、約２３４

万円となっています。

また、この子ども医療費給付事業費の予算

規模についてでありますが、再編交付金及び

特定防衛施設周辺整備調整交付金を活用する

ことにより、給付対象が中学生までとなり、

平成２４年度の子ども医療費給付事業費は約

７,８３０万円となりました。

これらの交付金は、三沢市に対して交付さ

れたものであり、三沢市民全体が恩恵を受け

るべきと思います。基地があるために、その

補償として三沢市に配分された限られた予算

を市民全体、特に未来を担う子供たちには、

その補償を均等に活用するべきだと思いま

す。

以上のことを踏まえ、次の点について伺い

ます。

１点目は、三沢市子ども医療費給付条例第

３条にある、給付の要件の所得制限でありま

すが、所得制限を設定された理由について伺

います。

２点目は、子ども医療費給付事業費約７,

８３０万円の内訳について伺います。

次に、子育て支援について伺います。

三沢市総合振興計画後期基本計画の６本柱

の一つである、健康で助け合うまちづくりの

中に児童福祉の充実があり、その基本的方針

に、「子どもたちの健やかな成長のため、時

代のニーズに応じた子育て支援策や子育て環

境の整備を進め、誰もが安心して子どもを生

み育てられる環境づくりに努めます」とあり

ます。

三沢市の取り組みとして、子育て支援策及

び子育て環境の整備の充実を図るため、子育

てに関する相談や情報提供など、子育て支援

サービスの充実や世代間交流などの多様な機

会を通じて、地域全体で子供を育てる体制の
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整備等を推進されています。その具体的な施

策として、現在、三沢市では、ファミリーサ

ポートセンター、三沢地域子育て支援セン

ターによるサークル支援及び子育てサロン等

による各種の子育て支援の施策を実施してい

ます。

ファミリーサポートセンター事業は、乳幼

児や小学生等の児童を有する子育て中の労働

者や主婦等を会員として、児童の預かり等の

援助を受けることを希望する者と当該援助を

行うことを希望する者との、相互援助活動に

関する連絡調整を行う事業であります。

利用時間は、平日は７時から１９時まで、

早朝は６時から７時まで、夜間は１９時から

２１時までとなっており、利用料金は１人当

たり、平日は１時間５００円、早朝、夜間及

び土日祭日は１時間６００円で、２人目から

は半額となっております。

三沢市における相互支援活動利用状況は、

平成２３年度までの登録者数はおおむね６５

０人程度であり、活動件数は、その年度で異

なりますが、多いときで１,０１０件、少な

いときで７７９件でありました。しかし、平

成２４年度成果報告書によると、登録者数は

４５９人で、活動件数は６７０件となってお

り、登録者数及び活動件数は減少傾向にあり

ます。

一方、三沢地域子育て支援センターは、ゼ

ロ歳から未就園の子供と、その親を対象とし

た支援活動で、電話や面接等により、育児相

談や１０個の各種団体によるサークル支援活

動を実施しており、料金も無料となっていま

す。

活動内容は、それぞれの子育て支援サーク

ルによって異なりますが、どのサークル団体

も週に１回がほとんどで、週２回のサークル

もありますが、その活動時間は、おおむね午

前１０時から１２時までとなっております。

また、市内の一部の児童館を活用した、ひ

よこクラブのプログラムでは、それぞれの児

童館持ち回りで、活動時間は午前１０時３０

分から１１時３０分となっています。

さらに、子育てサロンは、子育て家庭の親

と子供が気楽に集い、相互に交流を重ねるこ

とを目的とした常設の子育て広場を三沢市働

く婦人の家に開設し、おおむね３歳までの児

童と、その保護者を利用対象としており、利

用時間は、国民の祝日及び年末年始を除く月

曜日から金曜日の９時から１６時３０分ま

で、土曜日は９時から１５時までとなってお

り、料金は無料です。子育て環境整備の充実

を図っていると思います。

その結果、これらの施設の利用状況は、平

成２３年度は１施設で、利用延べ人数は１,

５０７人、平成２４年度は２施設となり、利

用延べ人数は３,３２１人となっており、１

施設を増加したことにより利用状況は大幅に

増加しています。

しかし、子育てサロンは、同時に最大で１

０組しか受け入れできない状況であり、児童

館は、学校が休みの日は利用できない状況で

あり、利用者が施設を利用したくても利用で

きない状況にあると聞いています。

さらに、市長と語ろう住民懇談会におい

て、父兄の方から、雨天時や冬期間における

遊び場がなくて困っている等の意見がありま

した。雨天時や冬期間でも利用できる子育て

サロンの充実を図る必要があると思います。

以上のことを踏まえて、以下の点について

伺います。

１点目は、ファミリーサポートセンター事

業の平成２４年度の登録者数は４５９人で、

活動件数は６７０件となっており、登録者数

及び活動件数が年々減少傾向にありますが、

その理由について伺います。

２点目は、三沢市総合振興計画後期基本計

画に、子育て環境整備の充実を図るため、保

育所、幼稚園、集会施設を活用した子育て支

援の拠点づくりを行うと記載されています。

現状でも児童館等を活用した子育て支援等が

実施されていますが、児童館は、学校の夏休

み、冬休み等、休日のときは使用できない状

況にあります。

また、三沢地域子育てセンター事業につい
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ては、施設が２施設となったことから、大幅

に利用者数が向上していますが、子育てサロ

ンは、同時に最大１０組しか受け入れできな

い状況であり、雨天時や冬期間は特に利用者

が増大し、利用者が施設を利用したくても利

用できない状況にあると聞いています。

そのため、雨天時や冬期間、または学校が

休日でも使用できる子供の遊び場の確保が必

要と思われます。子育て環境整備の充実を図

るためにも、子育てサロンの増設が必要と思

われますが、その考えはあるか伺います。

以上で、私の一般質問を終わります。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの５番瀬

崎雅弘議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの瀬崎議員

御質問の子育て支援についての第２点目、子

育てサロンの増設については私から、その他

につきましては副市長及び民生部長からお答

えをさせますので、御了承願いたいと存じま

す。

子育てサロンは、平成２１年度に三沢市働

く婦人の家の託児所を活用し、保育所等を利

用していない親子が自由に集える遊び場とし

て整備した施設でございますが、今年度から

は、その運用を民間団体に委託し、親子遊び

の提供や育児相談の充実を図るとともに、加

えて、乳児の一時預かりを開始したところ、

利用者は着実に増加し、時にはサロンでの受

け入れ定員を超えるような日もありまして、

定期的に行っております子育てイベント、親

子交流会等では、施設内の別室を利用して開

催するような状況になってございます。

また、最近実施した子育て支援に関する

ニーズ調査等においては、日曜、祭日、雨の

日にも親子で利用できる子供のための専用施

設の設置について多くの要望が寄せられてお

り、今年８月に行われました子育てと教育を

テーマにした住民懇談会におきましても、雨

天時や冬期間における子供の遊び場が欲しい

という御意見がございました。

これらの状況を踏まえ、市では、現在、子

育てサロン整備・拡充は必要不可欠なものと

認識しておりまして、施設の新設も含めて、

今後、検討してまいりたい、このように考え

ております。

私からは、以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 子育て支援につ

いての御質問の１点目、ファミリーサポート

センター事業の登録者数及び活動件数の減少

の理由についてお答えいたします。

この事業につきましては、先ほど議員さん

の質問の中でも御紹介があり、一部ダブりま

すが、次のような内容でございます。

保育施設利用の前後の時間や保護者の冠婚

葬祭、通院、子供の病気のときなどに、保護

者にかわって援助できる会員が自宅で子供を

預かったり、または送迎する保育サービス等

を、ファミリーサポートセンターがあっせ

ん・仲介することにより、相互援助活動とし

て行う事業でございます。

この事業の実施に当たっては、事前に、サ

ポートを利用する方、サポートを提供する

方、そして、利用と提供の両方を行う方に、

会員として登録していただいております。

御質問の登録者数の減少の理由についてで

ありますが、この事業を継続してきた中で、

会員登録はあるものの、長期にわたって利用

や提供等の実績のない方が徐々に見られるよ

うになりました。

そこで、平成２３年度におきまして、それ

まで登録のあった全ての会員に対し、今後の

利用や提供の見込みについて意向調査をした

ところ、子供の成長等を理由に、今後の活動

が見込めない方がかなりの数いらっしゃいま

した。その方々を名簿から削除いたしまし

た。この名簿の整理が、登録者数減少の大き

な理由でございます。

また、活動件数の減少につきましては、保

育所等での延長保育や一時預かり、病児・病

後児保育等の特別保育事業の充実、さらに、

障害児の通所サービス事業の創設により、学
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校や自宅への送迎サービスが利用可能となっ

たことなど、ファミリーサポートセンター事

業にかわって利用できる保育サービスの種類

が質的、量的に拡充された結果であると捉え

ております。このことは、会員数の減少傾向

にも影響を与えるものと推測されます。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 子ども医療費給

付事業についてお答えいたします。

第１点目の所得制限が設定された経緯につ

きましてお答えいたします。

子ども医療費給付事業は、子供の医療費の

自己負担分を助成することによって、保護者

の方の経済的負担を軽減し、子供の保健及び

育児環境の向上を目的として実施しておりま

す。

当初、この事業は平成５年度に乳幼児医療

費給付事業として発足し、当時はゼロ歳児及

び１歳児を対象として、入院、外来の医療費

の無料化を図り、その財源として、県の事業

である青森県乳幼児はつらつ育成事業からの

補助金を活用いたしました。

この県の補助を受けるに当たっては、青森

県乳幼児はつらつ育成事業実施要綱では、児

童扶養手当法に基づいて算出した所得制限が

適用されることとなっており、発足当時は、

この給付要件に準拠し、設定されたものでご

ざいます。

現在では、支給対象者を中学生まで拡大し

て、子ども医療費給付事業として行っていま

すが、所得制限につきましては、前述のよう

に、県の所得制限と同様に設定しておりま

す。

御質問の２点目、平成２４年度決算額にお

ける子ども医療費給付事業費の内訳について

御説明いたします。

総事業費７,８３３万２,２６０円のうち、

主なる歳出として、扶助費が７,１７９万６,

４６１円、その他賃金等が６５３万５,７９

９円となっております。

被保険者の医療費負担分であります扶助費

の財源内訳は、国からの再編交付金が９２０

万円、調整交付金が２,４００万円、県補助

金が２,０３７万５,０９１円、市の負担分が

１,８２２万１,３７０円となっております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ５番瀬崎議員。

○５番（瀬崎雅弘君） 再質問させていただ

きます。

まず、子ども医療費給付事業についてであ

りますけれども、今、答弁いただいたとお

り、県の補助金を受けているということで、

根拠が児童扶養手当法施行令に基づいてやっ

ていると。三沢市は、それによってやってお

りますが、青森市は児童手当施行令に基づい

て実施しているというところで、所得制限の

有無が違っているというのが、私はそう思っ

ています。

児童扶養手当とは、父母が離婚するなどし

て、父または母の一方からしか養育を受けら

れない、ひとり親家庭などの児童のために、

地方公共団体から支給される手当。児童手当

というのは、所得制限はありますが、児童の

育成を経済的な面から支援することにより、

児童のいる家庭の生活を安定させ、また、児

童自身の健全な育成を促すための手当であ

る。

そこで、青森市は児童手当法でやってい

て、何で三沢でやっていないのか。これは県

の補助は関係ありませんので。三沢市では、

補助関係はありますけれども、なぜ児童手当

法施行令の根拠で実施できないか、その２点

を再質問します。

２点目が、事業費の予算の内訳のうち再編

交付金、その額は９２０万円というふうに

なっていますが、この再編交付金は平成１９

年度から交付されていますが、これは駐留軍

等の再編の円滑な実施に関する特別措置法に

基づく時限措置のため、平成２８年度で交付

が終了するとなっています。実際にその延長

を今は要望しておりますが、仮にこの再編交

付金が終了した場合、子ども医療費給付事業

の予算確保についてはどうするのか、再質問
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いたします。

子育て支援につきましては、市長のほうか

ら、子育てサロンの新設を検討しているとい

うことでありますので、ぜひ前向きに検討し

ていただきたいと思います。

新設できれば、利用者の方は天候を気にせ

ず利用できると思いますが、さらに子育てサ

ロンの施設の充実を図るため、(仮称)三沢市

国際交流スポーツセンターが平成２９年度に

整備される予定と。その後、現在の体育館を

耐震調査し、その結果で、何をするかという

ことも、今後、検討するというふうに聞いて

おりますが、耐震上問題がなければ、現体育

館の１階左側の部分にある場所を、子供が遊

べる場所として活用してはどうかなというふ

うに思っているのですけれども、そういうこ

とも含めて検討されるのか、伺いたいと思い

ます。

以上です。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） ２８年度で、も

し再編交付金が終わったら、財源をどうする

かということですが、新たな財源を鋭意見つ

けるように今から検討いたします。

○副議長（堀 光雄君） 民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 再質問にお答え

いたします。

子ども医療費の部分でございまして、なぜ

児童手当のほうに準拠できないのかというふ

うな質問が１点と、それから、再編交付金の

２点と承りました。

それで、児童手当の関係なのでございます

けれども、実は先ほど議員がお話ししたよう

に、青森市で、今、実際にやっておりますけ

れども、青森市でやっている事情を聞きまし

たらば、対象者の９６％の方が青森市のほう

では受給者になっていると。

そうしますと、三沢の場合、これを参考に

いたしまして、いろいろ積算してみました。

そうしますと、もし青森市の場合の９６％と

いうのをそのまま積算しますと、うちのほう

では、試算でございますけれども、年間で約

７,０００万円程度の財源の確保が必要にな

ると。その９６％になると、やはり六千七、

八百万円かかるということで、この財源のと

ころがやはり大きな問題となりまして、今

回、児童扶養手当のほうで実際にやらせてい

ただいているのが実情でございます。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 子育てサロ

ンの充実のため、(仮称)三沢市国際交流ス

ポーツセンターの整備後、現在の総合体育館

を子供の遊び場として活用してはどうかとい

う御質問にお答えいたします。

総合体育館の活用方法は、耐震問題も含め

まして、これから検討していくことになると

思われます。御提言いただきました総合体育

館の一部を子供の遊び場として活用するとい

う案は、大変参考になる御意見でありますの

で、子育てサロンの整備・拡充につきまして

協議する際は、総合体育館の活用も含めまし

て、多角的に検討してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ５番瀬崎議員。

○５番（瀬崎雅弘君） １点だけ再々質問さ

せていただきます。

子ども医療費給付事業ですけれども、隣の

おいらせ町では、これまで乳幼児医療費の助

成について所得制限を設定していました。各

種医療制度で却下になった中学生までの児

童、また、小学生、中学生まで児童の医療費

を、健康保持と福祉の増進を図るため、町独

自に助成する子ども医療費の助成を、平成２

４年１０月１日から平成２７年３月３１日ま

で実施し、延長については、平成２６年度中

に検討するとなっています。いわゆる無償化

というふうに今やっています、おいらせ町で

は。

三沢市総合振興計画後期基本計画の実施に

当たって、市民の皆様が住みやすい三沢市、

住み続けたい三沢市を目指し、特に定住人口
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の確保に着目し、計画終了年度の目標人口を

４万人に設定するとしています。

また、市長は、三沢市の人口４万人を、計

画年度の平成２９年度においても確保する強

い意志を持っておられますが、おいらせ町が

三沢市に比べ土地は安く、子ども医療費が無

償であれば、新たに新築しようとする方は、

おいらせ町に流れてしまうのではないかとい

うふうに思います。三沢市も、やはり人口の

減少に歯どめをかけるためにも、抜本的な対

策が必要と思います。

その対策の一つとして、子ども医療費給付

事業の無償化を推進すべきと思います。厳し

い財政状況とか、いろいろな諸事情は理解し

ますが、毎年、行政改革による経営努力もあ

り、決算は黒字であります。黒字にするより

も、市民のために予算を使い切ってもいいと

思います。ぜひ、人口減少に歯どめをかける

ためにも、子ども医療費給付事業の無償化を

実施すべきと思います。

市長、子ども医療費給付事業無償化につい

て、市長のお考えを伺いたいと思います。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたします。

定住化の一環というようなことでも大事な

ことは、私も承知しているところでありま

す。

この事業は、議員おっしゃるように、子供

の健康保持・増進、あるいは育児環境の向上

並びに保護者の経済的負担の軽減というよう

なことでやったわけでありまして、限られた

財源の中で、これは将来とも継続、維持して

いかなければならない事業であります。

したがいまして、所得制限を廃止した場合

は、当然ながら多額の財源が必要となるわけ

でありまして、今のところそういう試算はし

ておりませんので、ここでは、なかなか難し

いと答えざるを得ません。

しかし、今後とも市の関係部長との連携を

密にしながら、この三沢市に住みたくなるよ

うな事業の創設を総合的に考えながら、この

件についても対応してまいりたいと思いま

す。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、５番瀬崎

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１０番春日洋子議員の登壇を願います。

○１０番（春日洋子君） １０番、公明党の

春日洋子でございます。通告の順に従い、質

問してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、未婚の母子

家庭への支援についてお伺いします。

本年９月４日、最高裁判所は、結婚してい

ない両親の子供である婚外子は、結婚してい

る両親の子供の半分しか遺産を相続できない

とする民法の格差規定について、憲法に違反

すると初めての判断を示しました。まさに、

差別的な扱いに苦しんでいる人を救う判断で

す。

憲法は、法のもとの平等を保障しており、

両親が結婚しているかどうかによって、生ま

れた子供が差別されることは許されません。

審理に加わった１４人の裁判官全員が一致し

て出した結論です。

この規定は、１８９８年、明治３１年に施

行された旧民法で設けられ、現行民法に引き

継がれて既に１１０年以上が経過していま

す。

欧米諸国は、日本と違い、事実婚などの増

加を考慮して、差別規定を撤廃しているとの

ことですが、規定を変更しない数少ない国

だったドイツやフランスも法改正を行い、差

別規定を撤廃しました。そのため、日本は、

国連などから再三にわたって法改正を勧告さ

れてきた経緯があります。

日本でも事実婚やシングルマザーがふえ、

出生総数に占める婚外子の割合は増加してい

ることから、内閣府の調査では、婚外子への

不利益な扱いをすべきではないとの意見がふ

えており、６割を超えている現状です。

さらには、婚外子の差別は相続だけではあ
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りません。同じ母子家庭でも、婚姻歴の有無

で経済的な負担に差が出るのが寡婦控除で

す。

寡婦控除は、婚姻歴のあるひとり親家庭の

女性が所得税を納めるときに適用される優遇

措置ですが、経済的に苦しいひとり親世帯を

救済するという目的があります。しかし、未

婚のひとり親は、この控除が受けられず、税

金だけでなく、それに連動して、自治体にお

ける保育料や公営住宅の家賃まで高くなり、

未婚の母の経済事情は、他の母子家庭と変わ

らないどころか、より深刻だと言われていま

す。

そこで、国においては、早急に未婚のひと

り親家庭にも寡婦控除を適用する所得税法の

改正を求めたいものですが、保育料や公営住

宅の家賃については、自治体レベルでも調整

できることから、今、全国の自治体には、未

婚のひとり親家庭にも寡婦控除をみなし適用

することにより、保育料や公営住宅の家賃の

負担を減らし、死別や離婚のひとり親家庭と

の格差をなくそうとの動きがあります。

２０１１年の全国母子世帯等調査による

と、母子世帯の平均年間就労収入は、死別世

帯２５６万円、離婚世帯１７６万円、未婚世

帯１６０万円と、未婚の母子世帯の生活が特

に困難な実情が浮かびます。

本市においても可能な範囲で、生活が困難

な状況にある未婚の母子家庭に救済の手を差

し伸べていく考えはあるか、その支援につい

てお伺いします。

次に、２点目の発達障害支援についてお伺

いします。

平成１７年４月よりスタートした発達障害

者支援法では、これまで制度の谷間に置かれ

ていた必要な支援が届きにくい状態となって

いた発達障害を、自閉症、アスペルガー症候

群、その他の広範性発達障害、学習障害、注

意欠陥多動性障害、その他これに類する脳機

能障害であって、その症状が、通常、低年齢

において発現するものと定義し、支援の対象

となりました。

この法律は、発達障害にある人が、生まれ

てから年をとるまで、それぞれのライフス

テージに合った適切な支援を受けられる体制

を整備するとともに、この障害が広く国民全

体に理解されることを目指しています。

発達障害のある子供は、他人との関係づく

りやコミュニケーションなどがとても苦手で

すが、すぐれた能力が発揮されている場合も

あり、周りから見てアンバランスな様子が理

解されにくい障害です。

そのため、発達障害の人たちが個々の能力

を伸ばし、社会の中で自立していくために

は、早期発見、早期治療により改善されると

言われていることから、子供のうちからの気

づきと適切なサポートが大切であり、さらに

は、学習のおくれや、クラスに溶け込めない

という状況から、不登校や問題児扱いされる

ケースも多いことを考え合わせると、何より

も、親も含めた、発達障害に対する私たち一

人一人の理解が必要となります。

そこで、本市では、健康福祉部と教育委員

会において、これまで発達障害への支援はど

のように行われてきたのか、また、今後の支

援に対する計画をお伺いします。

次に、３点目の健康マイレージ事業につい

てお伺いします。

健康づくりにチャレンジする市民にポイン

トを還元との、日々の健康づくりの実践記録

をポイント化して特典を与える、健康マイ

レージ制度が広がってきています。

同制度を先駆的に実施し、日本一健康文化

都市の実現を目指す静岡県袋井市の取り組み

を参考に紹介させていただきますと、袋井市

の健康マイレージ制度は、健康的な生活習慣

の定着を目指す市民運動として展開する「健

康チャレンジ！！すまいる運動」の推進力と

して、２００７年度からスタートし、ことし

で７年目となるキャンペーン事業です。

今年度の市のマイレージ制度の予算は約２

８５万円、対象者は、市内在住、在勤、在学

の中学生を除く１５歳以上で、参加方法は、

はがき型のカードを利用するすまいるカード
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と、携帯電話やパソコンを活用するｅ－すま

いるの２種類。日々の健康づくりとして、自

分に合った、１運動、２食事、３ウォーキン

グの目標を立て、その実践記録を市に報告、

提出すると、ポイントがたまる仕組みになっ

ています。

ラジオ体操の出席カードの感覚で地域の高

齢者に毎日記録してもらい、ボランティアで

地域の健康づくりを推進する方々が毎月回収

する際には、ポイントで御褒美がもらえる魅

力もあって、早食いの癖を直すよとか、腹筋

の回数がふえたよなどの、うれしい報告が寄

せられ、効果を感じているとのことです。

また、同市では、幼稚園、保育園に通う３

歳児から中学生までには、すまいる手帳を配

付し、幼児期から積極的に野菜の摂取を勧め

て、適切な食習慣の定着を推進。

こうした取り組みで、２０１２年度は、人

口８万７,０００人の同市で、マイレージ制

度の参加者数が１万人を突破しています。

市健康づくり政策課によると、子供たちの

参加でＰＴＡも動き、親の世代の参加数の増

加につながっているようだと言います。

また、同市の制度は、７月から１１月の５

カ月間をポイントを付与する重点期間とし、

１人当たり最大５０９ポイント、１ポイント

２円換算で１,０１８円相当がたまるよう設

計され、このポイントの使い道も、体育セン

ターなど公共施設の利用補助券や商品券、お

食事券など、民間の登録サービス券に交換で

きるほか、市が指定した学校、幼稚園、保育

所などに寄附することも可能となっており、

同市では、健康づくりに取り組むことで、人

もまちも元気にでき、社会貢献もできるのが

特徴としています。

実際の交換実績では、駅前駐車場利用券や

クオカード、商品券などが人気で、駅前の和

菓子店では、年々、商品券の利用枚数がふえ

ていることから、割安感で旧来のお客様が

戻ってきたと、まちの活性化策として一定の

手応えを感じているとのことです。

一方、寄附も活発で、幼稚園の保護者同士

が声がけして積極的に参加し、大半の父兄が

園にポイントを寄附。地域住民の協力もあ

り、昨年度のポイントは４万ポイントを超

え、８万１,７３０円の臨時収入となり、園

児が使う楽器や遊具の購入に充てられたそう

です。

さらに、今年度から同市では、交換できる

選択肢に、野菜が豊富なメニューを取りそろ

える市内飲食店３９店舗で使える「野菜いっ

ぱい！！共通お食事券」を追加。さらに、ｅ

－すまいるでの参加者には、健康に役立つ情

報を携帯電話に配信するサービスも開始する

なと、制度の一層の充実に努めています。

このように、運動や食事、ウォーキングな

ど、生活習慣を改善していく仕掛けをつくる

健康マイレージは、市民の意欲を高める点で

意義があり、将来の超高齢化を見据えた施策

の一つとして広がりつつあります。

ポイントがつくことで、市民の健康受診率

を上げる効果が期待できる。健康づくりに励

むことで、医療費や介護費を抑制していく。

さらには、地域コミュニティーや地域経済の

活性化にもつなげられる施策と考えますこと

から、本市においても健康マイレージ事業の

導入を検討していただきたく、その取り組み

についてお伺いします。

最後に、４点目の保育士等処遇改善臨時特

例事業についてお伺いします。

保育士の処遇については、これまで厳しい

状況にあり、保育の量的拡大を進めなければ

ならない状況のもとで、大都市部はもとよ

り、それ以外の地域でも人材確保が困難と

なっていました。

保育士の人材確保には、新規人材の確保は

もとより、継続的に勤務することができるよ

うな改善が必要とされています。

このような現状から、このたび国において

は、保育士の人材確保の一環として、保育士

等の処遇改善に取り組む保育所へ資金の交付

を行うことにより、保育士の確保を進めるこ

とを目的に、２５年度中の事業として、安心

こども基金を活用した、保育士等処遇改善臨
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時特例事業を実施することとなりました。

事業の概要は、職員の処遇改善を行うため

の費用を、各保育所からの申請に基づき、保

育所運営費とは別に各保育所に交付する仕組

みとなっており、職員の平均勤続年数に応じ

て交付金の加算率が決定され、使途は職員の

賃金改善に要する経費に限定されています。

そこで、市内保育所からの交付金の申請は

どのような状況であるか、お伺いします。

また、具体的な賃金改善の内容について

は、それぞれの保育所の実情に応じて、それ

ぞれの保育所において決定することとなって

いますが、この事業により、保育士１人当た

りどの程度の賃金改善が図られると見込んで

いるかをお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの１０番

春日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題、第１点目、未婚の母子家

庭への支援については私から、その他につき

ましては教育長及び健康福祉部長からお答え

をさせますので、御了承願います。

現在、当市におきましては、三沢市総合振

興計画に基づき、ひとり親世帯生活の安定化

を図るために、児童扶養手当の支給をはじ

め、医療費の助成、あるいは保育所への優先

入所や保育料の軽減措置。また、今年度から

は、ハローワークと連携しての求職活動支援

や、資格取得のための負担金助成など、さま

ざまな施策を総合的に展開しているわけであ

ります。

御質問の未婚の母子家庭に対しても、ひと

り親世帯に対する支援の枠組みの中で、既

婚、未婚の区別なく支援を行っております

が、保育料及び市営住宅使用料の算定につき

ましては、制度上、所得税法に基づく金額に

よりまして、その料金が算出されることに

なっているために、結婚歴により適用が左右

される寡婦控除の有無が、ひとり親家庭で生

活実態が同じであっても、その料金に差異を

生じさせ、このことが公平性に欠けていると

の御意見が聞かれているわけであります。

このようなことから、当市におきまして

は、未婚の母子家庭に対する不平等をなくす

る形で、寡婦控除のみなし適用の実施につい

て、前向きに検討してまいりたい、このよう

に考えております。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 行政問題の

２点目、発達障害支援についての御質問にお

答えいたします。

当市では、母子保健法に基づき、１歳６カ

月児健診や３歳児健診を実施し、経過観察が

必要なお子さんに対しては、保護者が発達上

の問題に気づき適切なかかわりができるよう

保健師による家庭訪問、親子遊びを通して発

達に応じた支援を行う遊びの広場、心理・言

語の専門相談員、保育・教育関係機関等の協

力を得て個別相談等を行っており、必要に応

じて、児童相談所の相談やことばの教室など

の専門機関へつなげるよう支援を行っており

ます。

しかし、３歳児健診の後で、保育所や幼稚

園で集団生活をするようになってから発達に

係る問題が顕在化する事例もあることから、

就学後の不安を訴える保護者や保育所、幼稚

園に対しては、５歳児発達相談事業の利用呼

びかけを行い、発達障害を専門とする小児科

医師、心理士、保育士、保健師、発達障害者

支援センター支援員などによる面接相談及び

保護者や担当保育士に対する今後のかかわり

方などの助言を行うとともに、事後指導教室

の個別教室相談へつなげております。

また、５歳児発達相談で経過観察になった

子供に対しては、就学に当たって、三沢市就

学指導委員会の活用を促し、就学後の配慮や

支援の是非を判定し、対象児童に合った教育

が施されるよう連携を図っております。

今後のさらなる支援策といたしましては、
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御本人の教育、医療、保健、福祉、労働に関

する情報を１冊にまとめ、御本人や御家族へ

の必要な支援がスムーズに行われるための、

いわゆるサポートブックと同様の相談支援

ファイルが、青森県教育委員会により作成さ

れておりますので、発達障害などで必要な方

については、継続的な支援につながるよう活

用に努めてまいりたいと考えております。

次に、行政問題の３点目、健康マイレージ

事業についてお答えいたします。

御質問の健康マイレージ事業は、健診受診

等の各事業に対し、ポイントの付与など、特

典を設定し、対象者への動機づけ、意欲の向

上とともに、あわせて地域コミュニティーや

地域経済の活性化への対策として、幾つかの

自治体で実施されております。

この健康マイレージ事業の実施に当たっ

て、健診受診を対象として受診率のアップを

図ることについてでありますが、まずは、自

分の健康は自分で守るという大原則に基づき

まして、個人への周知、勧奨を進めるととも

に、地域を巻き込んで健康づくりをするなど

の取り組みをさらに進めることが大切である

と考えております。

現在、当市の受診率向上のための健診受診

促進策としましては、健診受診料の一部無料

化の施策も実施しており、徐々にではありま

すが、健診受診率の向上が見られておりま

す。

今後、さらなる健診受診率の向上対策とい

たしましては、御提案の健康マイレージ事業

導入つきまして、既に導入している自治体等

の実施内容や効果、経費、課題などの点で幅

広く参考とさせていただき、調査・研究して

まいりたいと考えております。

続きまして、行政問題の４点目、保育士等

処遇改善臨時特例事業の内容についてお答え

いたします。

この事業は、保育サービスの向上を図るた

め、保育の担い手である保育所職員の処遇を

改善することで保育士の安定的な雇用を確保

するよう、県の安心こども基金を活用した１

００％の補助により、民間の認可保育所が実

施する処遇改善事業に対し、保育士等の給与

の上乗せ分の資金を市が補助金として交付す

る事業でございます。

処遇改善の実施については、各保育所の判

断に委ねられておりますことから、各保育所

に対し、実施の可否について協議したとこ

ろ、市内全体全ての保育所から、事業を行う

旨の回答をいただいております。

１１月末に、概算払いではございますが、

補助金の交付を行っております。

なお、この交付によって、保育士、調理

師、事務員等には、４月にさかのぼって、１

人当たり月額１万円程度の給料の増額が図ら

れることになります。

支給については、各保育所の実情に応じた

支給によることとされており、ほとんどの保

育所において、一時金の支給計画となってい

るようでございます。

市といたしましては、今後とも保育所が安

定して運営されるよう努めてまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 行政問題の２点

目、発達障害支援についての御質問にお答え

いたします。

教育委員会では、障害を抱える子供たちが

小学校や中学校への入学時など、校種の変わ

り目に困らないような切れ目のない支援を行

う必要があると考えております。

そこで、当市では、特に自閉症やアスペル

ガー症候群などの広範性発達障害、そして学

習障害、注意欠陥多動性障害など、発達障害

を持つ子供たちへの適切な指導のために、三

沢市就学指導委員会を設置しています。主に

幼児、児童、生徒を対象として、就学指導に

関して各関係機関との連携を図って対応して

おります。

三沢市就学指導委員会は、医師、小中学校

の校長、教頭、特別支援学級担当教諭、そし

て七戸養護学校、七戸児童相談所、市健康福
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祉部、教育委員会の職員で構成されておりま

す。その業務として、発達障害を持つ子供た

ちの就学先を判断する審査の過程で、保護

者、所属している幼稚園、保育所、小中学校

及び関係機関から、子供の成育の様子や行動

面、学習面の状況等について情報を共有し、

検査及び審査を進めております。

また、就学にかかわらず、発達におくれや

偏りが見られる幼児や児童を持つ保護者の相

談につきましては、上久保小学校内に設置さ

れている上久保特別支援教育センターにおい

て、随時相談業務を行っております。

なお、中学校の卒業を迎える時期には、学

校内における進路指導の中で、進学希望者に

は、適切な学校を選択するための相談をして

おります。就労希望者には、障害者福祉サー

ビスを担当している市家庭福祉課への相談を

勧め、卒業後の支援につなげております。

次に、支援資料等の作成に関しては、本年

の１１月に県教育委員会が作成したサポート

ブックの内容を網羅した、相談支援ファイル

を市内各小中学校及び関係機関へ配付したと

ころであります。

この相談支援ファイルは、医療、保健、福

祉、教育、労働等の各機関が、本人及び保護

者への適切な支援を行うことができるよう、

子供の情報が記載された生育歴ファイルであ

り、乳幼児期から成人期までの一貫した支援

を行うことができる資料として作成されたも

のであります。

これからも発達障害の子供たちの支援に当

たっては、この相談支援ファイルの活用を促

すとともに、三沢市就学指導委員会を中心

に、保護者や各関係機関との連携を図りなが

ら、子供一人一人の教育的ニーズに対応した

適切な指導や支援を進めてまいりたいと思い

ます。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） １０番春日議員。

○１０番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

再質問に入ります前に、保育士等の処遇改

善臨時特例事業につきまして、担当課におき

ましては、いち早く市内保育所に適切な周知

を図った、その効果のあらわれと思いますけ

れども、全ての保育所が申請を完了している

ということは、非常に喜ばしいことだと思っ

ております。

今回、このような国の事業ではありました

けれども、保育の現場に光が当たって、処遇

改善が進むことをなお一層望みたいというふ

うに思っております。

それでは、再質問させていただきます。

先ほど市長より、質問の１点目でございま

す未婚の母子家庭への支援について、前向き

に検討すると答弁をいただきました。ぜひこ

のことを実施する方向で進めていただきたい

と強く望むものであります。

そこで、お聞かせいただければという思い

で、可能であればお聞きしたいと思います。

現在、三沢市の児童扶養手当受給者のう

ち、非婚、未婚の受給者は何名いらっしゃる

かというふうに思います。全国的には、２０

１０年の国勢調査によりますと、全国の非婚

のシングルマザーは１３万２,０００人で、

１０年ほど前からは倍増しているという、そ

ういう実態もございますので、三沢市ではど

うかというふうに思っておりました。

また、東京都でいち早くみなし適用を導入

しました八王子市の調査を参考にお話しさせ

ていただきたいと思いますけれども、八王子

市では、保育料などのみなし適用ですけれど

も、踏み切った八王子市では、保育料などの

軽減対象が２０人ほどでありまして、市の負

担額は約１５０万円となっているということ

でありました。

仮に将来、三沢市でみなし適用が実施され

た場合ですけれども、試算としてはどの程度

の負担額が見込まれるか、おわかりになれば

参考にお聞かせ願いたいと思います。

また、同様に八王子市の試算でありますけ

れども、未婚の母子家庭、助成世帯ですけれ

ども、婚姻歴がある場合と比べて、未婚のシ

ングルマザー、仮にですけれども、年収２０
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１万円で、２歳の子供がいる世帯のことです

けれども、婚姻歴がある母子家庭と比べます

と、未婚のシングルマザーは、所得税、住民

税、保育料などの負担が、差が年額２０万円

以上になるというふうな試算となっているそ

うですけれども、本市においては、このよう

なことがおわかりになれば参考にお聞かせ願

いたいというふうに思っております。

次に、発達障害支援についてでありますけ

れども、これまでも健康福祉部、また、教育

委員会、必要な措置を講じて支援をしてきた

ということも、改めて承知いたしましたけれ

ども、私が今回、特に弘前市の取り組みに非

常に感銘を受けました。

これは、陸奥新報に載せられた記事であり

ましたけれども、弘前市におきましては、行

政、福祉関係者、そしてここに医療などで構

成する発達支援チームの設置をしていくとい

うことでありました。

総合的に支援体制を整えていくためには、

医療の分野も一緒に構成することが必要なの

だなということも、私なりに素人的にも感じ

まして、三沢市では、それぞれ健康福祉部、

教育委員会というのが手だてをしっかりと

やっていき、そして、子供たちの、発達障害

を持っている児童が成人に至るまでの支援体

制をしっかり整えてきたというふうなことは

わかりましたけれども、ここに医療の分野は

どのように考えていらっしゃるかということ

も、改めてお聞きしたいというふうに思いま

した。

また、先ほど健康福祉部長、また、教育長

からも、私はヒアリングのときに東京都大田

区のサポートブックについてのこともお話し

した経緯がありまして、サポートブックと同

様の相談支援ファイルを今後配付して活用し

ていく。

それでは、これまでですけれども、保護者

によっては、保育園、幼稚園、そしてさらに

小中と進む、成人していく過程の中で、一貫

して、必要な部門に行きましたときに、子供

の発達段階が的確にわかるものが、体制が整

えられていたのかどうか、これから進むのか

ということが――済みません、ちょっと理解

ができなかったので、再度お聞かせ願いたい

と思います。

最後なのですけれども、同様に弘前市にお

きましては、非常に発達支援、比較するもの

ではございませんけれども、文部科学省、国

の新規事業でありますインクルーシブ教育シ

ステム構築モデル事業に選ばれて、全市を挙

げてさらに取り組んでいく。

これからもますます発達障害者がふえると

いう状況の中で、発達障害は多種多様にわた

り、複雑多岐にわたっていると思いますけれ

ども、またさらに進めていく、充実させてい

くという意味合いでも、これは今年度の事業

でありますけれども、国においての予算もい

ただきながら、確保しながら充実に努めてい

くということも考えていただければというふ

うに思っておりましたので、この点について

お聞かせいただきたいと思います。

健康マイレージ事業について、調査・研究

ですので、限りなく遠い話かなというふうに

理解をいたしましたけれども、健康福祉部

は、生まれて、赤ちゃんから生涯を終えるま

での、高齢者の方々までの全ての健康、生涯

を本当に受け持つというような業務が多種多

様、本当に大変な状況であるだろうというこ

とも思っておりましたけれども、既に実施し

ている自治体もございました。

先ほど紹介させていただきました袋井市

は、先進的な取り組みでありますので、１年

１年充実に努めている、施策もどんどん拡充

しているということですので、もし将来的に

健康マイレージ事業、この制度を導入すると

なったときに、現在、実施している自治体、

三沢市の特性を生かして、できることから一

つでも始めていってほしい。そんなことも

願っておりますけれども、先ほど一般質問の

中でも紹介させていただきました。

自分自身の健康は自分で守る、これは本当

に理想でありますけれども、なかなか思って

いても実践できないというような実情もある
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ことから、市としてもさまざまな医療費、介

護保険等の抑制に努めなければいけない。

ともにという意味合いでは、健康福祉部プ

ラス経済部に、また将来、こういう事業を展

開するときには協力を求めることも出てくる

かと思いますけれども、経済部もさまざまな

観光・経済施策をアイデアを出して、国の予

算等も確保しながら進めておりますけれど

も、経済部長、もし将来的に健康福祉部で健

康マイレージ事業を導入するということに

なった場合、支援体制が必要となると思いま

すけれども、エールを送る意味からも、部長

の御見解を一言いただければありがたく思い

ます。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 質問がたく

さんございまして、答弁漏れがあるかもしれ

ません。その辺は再度答弁させていただきた

いと思います。

まず１点目、ひとり親家庭の世帯数でござ

います。

１１月末現在において、１８歳未満の子供

を扶養しているひとり親世帯の数ですが、７

０４世帯でございます。そのうち、既婚歴の

ない世帯、これは４７世帯でございます。

それから、みなし適用を実施した場合の予

算の見込み額ということでございますが、保

育料については、戸籍の提示を求めていない

ものですから、その方が結婚されているか、

それで別れたのか、それとも未婚なのかとい

うのは、なかなか聞かないとわからない。聞

いて、当然調べなければならないということ

になりますので、はっきりとした世帯数はこ

こでは申し上げられませんが、おおむね４世

帯ぐらいであろうと。であれば、予算的に

は、保育料が７０万円ぐらいの減額になるの

かなと思われます。

それと、発達支援体制の医療費の分野につ

いては、療育医療がございますので、そちら

のほうでカバーするという形になると思われ

ます。

それから、健康マイレージ事業の商品券と

か、健康福祉部だけではなく、多面の関係課

にわたるということでございますが、それに

ついても市全体で研究してまいりたいと、そ

のように考えております。

○副議長（堀 光雄君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 健康マイレージ

の再質問にお答えいたします。

先ほど健康福祉部長が申しましたように、

導入に当たっては、市としての方針が決まり

次第、担当部局としては全力を挙げて協力し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） それでは、再質問

にお答えします。

まず１点目、医師はどのようにかかわって

いくのか。

これまで、三沢市就学指導委員会も、医師

を含めて、一体化した中で協議を進めており

ます。今後についても、医師の活用について

は継続していきたいと考えております。

２点目、これまでどのように、今まで対象

者に対してさまざまな対応をしてきたのかと

いう再質問にお答えします。

各学校において、個別の指導計画、教育支

援計画を作成し、個に応じた学習指導や、特

に乳幼児期から学校卒業まで一貫した支援を

とるように実施しております。

具体的には、各学校内に校内委員会を設置

し、教職員の共通理解を図り、特別支援教育

コーディネーターを招くなど、学校全体で組

織的に取り組んできております。

さらには、財政当局にお願いしまして、特

別支援を要する児童生徒に応じて、小学校２

３名、中学校５名の特別支援員を配置して対

応しております。

以上でございます。

３点目、弘前の事例についてお答えいたし

ます。

先般、弘前市教育委員会とお話ししたとこ
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ろ、弘前市では、今年度、県教育委員会から

配付された相談ファイルを関係機関に配付し

ております。三沢市と全く同じ時期と考えて

よろしいかと思います。市独自のファイルに

ついては、今までは作成していないというこ

とであります。

なお、来年度、先ほど春日議員さんがお話

しのとおり、これらに対する事項も含めて、

県の相談ファイルをもとに、発達支援ファイ

ルを作成して、これらの対応に当たりたいと

の予定とのことです。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） １０番。

○１０番（春日洋子君） 最後に、１点だけ

お聞きしたいと思いますけれども、教育長、

先ほどの就学指導委員会には、医師も含めた

対応をしているということであります。

その医師につきましてですけれども、専門

分野はあるかと思いますけれども、医師はど

のような、市内在住であるとか、専門という

ことでありますので、そういう意味合いでお

聞きしたいのですけれども、どういう資格を

持ち合わせた医師が就学指導委員会に入られ

ているかということをお聞きしたいと思いま

す。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再々質問にお答え

します。

医師については、三沢市立病院の小児科の

先生を中心に、学校医も含め、参加していた

だいております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、１０番春

日議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（堀 光雄君） 本日は、これを

もって散会します。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ２時３１分 散会


